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発行者情報 
 

【表紙】  

【公表書類】 発行者情報 

【公表日】 2022年８月 24日 

【発行者の名称】 株式会社フロンティアホールディングス 

（Frontier Holdings Co., Ltd.） 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  中西 栄仁 

【本店の所在の場所】 大阪市都島区東野田町一丁目 21番 14号 

【電話番号】  (06)6356-5577（代表） 

【事務連絡者氏名】 取締役管理部長  矢野 佑樹 

【担当 J-Adviserの名称】 株式会社日本Ｍ＆Ａセンター 

【担当 J-Adviserの代表者の役職氏名】 代表取締役社長  三宅 卓   

【担当 J-Adviserの本店の所在の場所】 東京都千代田区丸の内一丁目８番２号 

【担当 J-Adviser の財務状況が公表される

ウェブサイトのアドレス】 https://www.nihon-ma.co.jp/ir/ 

【電話番号】  (03)5220-5454 

【取引所金融商品市場等に関する事項】 当社は、当社普通株式を 2022年９月 14日に TOKYO 

PRO Marketへ上場する予定であります。 

当社は、上場に際して特定投資家向け取得勧誘又は

特定投資家向け売付け勧誘等を実施しないことか

ら、特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の

特例第 110条第３項の規定により、発行者情報に相

当する情報を公表いたします。 

また、振替機関の名称及び住所は下記のとおりであ

ります。 

名称：株式会社証券保管振替機構 

住所：東京都中央区日本橋兜町７番１号 

【公表されるホームページのアドレス】 株式会社フロンティアホールディングス 

https://frontier-hd.com/ 

株式会社東京証券取引所 

https://www.jpx.co.jp/ 
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【投資者に対する注意事項】 

１ TOKYO PRO Marketは、特定投資家等を対象とした市場であり、その上場会社は、高い投資リスクを含んでいる

場合があります。投資者は、TOKYO PRO Marketの上場会社に適用される上場適格性要件及び適時開示基準並びに

市場価格の変動に関するリスクに留意し、自らの責任で投資を行う必要があります。また、投資者は、発行者情

報により公表された情報を慎重に検討した上で投資判断を行う必要があります。特に、第一部 第３ ４【事業

等のリスク】において公表された情報を慎重に検討する必要があります。 

 

２ 発行者情報を公表した発行者のその公表の時における役員（金融商品取引法（以下「法」という。）第21条第

１項第１号に規定する役員（取締役、会計参与、監査役若しくは執行役又はこれらに準ずる者）をいう。）は、

発行者情報のうちに重要な事項について虚偽の情報があり、又は公表すべき重要な事項若しくは誤解を生じさせ

ないために必要な重要な事実に関する情報が欠けていたときは、法第27条の34において準用する法第22条の規定

に基づき、当該有価証券を取得した者に対し、情報が虚偽であり又は欠けていることにより生じた損害を賠償す

る責任を負います。ただし、当該有価証券を取得した者がその取得の申込みの際に、情報が虚偽であり、又は欠

けていることを知っていたときは、この限りではありません。また、当該役員は、情報が虚偽であり又は欠けて

いることを知らず、かつ、相当な注意を用いたにもかかわらず知ることができなかったことを証明したときは、

上記賠償責任を負いません。 

 

３ TOKYO PRO Marketにおける取引所規則の枠組みは、基本的な部分において日本の一般的な取引所金融商品市場

に適用される取引所規則の枠組みと異なっています。すなわち、TOKYO PRO Marketにおいては、J-Adviserが重

要な役割を担います。TOKYO PRO Marketの上場会社は、特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例（以下

「特例」という。）に従って、各上場会社のために行動するJ-Adviserを選任する必要があります。J-Adviserの

役割には、上場適格性要件に関する助言及び指導、並びに上場申請手続のマネジメントが含まれます。これらの

点について、投資者は、東京証券取引所のホームページ等に掲げられるTOKYO PRO Marketに係る諸規則に留意す

る必要があります。 

 

４ 東京証券取引所は、発行者情報の内容（発行者情報に虚偽の情報があるか否か、又は公表すべき事項若しくは

誤解を生じさせないために必要な重要な事実に関する情報が欠けているか否かという点を含みますが、これらに

限られません。）について、何らの表明又は保証等をしておらず、前記賠償責任その他の一切の責任を負いませ

ん。  
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第一部【企業情報】 
 

第１【本国における法制等の概要】 
該当事項はありません。 

 

第２【企業の概況】 
 

１【主要な経営指標等の推移】 

連結経営指標等 

回次 第13期 第14期 第15期 

決算年月 2019年12月 2020年12月 2021年12月 

売上高 (千円) － 4,497,799 5,868,919 

経常利益 (千円) － 506,765 864,860 

親会社株主に帰属する当期純利益 (千円) － 419,178 566,240 

包括利益 (千円) － 419,178 566,240 

純資産額 (千円) － 1,407,224 1,973,465 

総資産額 (千円) － 3,779,239 4,055,299 

１株当たり純資産額 (円) － 476.22 667.84 

１株当たり配当額 
（うち１株当たり中間配当額） 

(円) － － － 

１株当たり当期純利益 (円) － 141.85 191.62 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 (円) － － － 

自己資本比率 (％) － 37.2 48.7 

自己資本利益率 (％) － 29.8 28.7 

株価収益率 (倍) － － － 

配当性向 (％) － － － 

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) － 534,356 368,928 

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) － 344,964 △41,360 

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) － △506,926 △612,889 

現金及び現金同等物の期末残高 (千円) － 1,306,585 1,021,263 

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数） 

(人) － 
 80  
(33) 

 110  
(32) 

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第 14期の自己資本利益率は、連結初年度のため期末自己資本に基づいて計算しております。 

４．株価収益率については、当社株式が非上場であるため記載しておりません。 

５．１株当たりの配当額及び配当性向については、配当を行っていないため記載しておりません。  

６．第 14期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前の連結経営指標等について記載しておりません。 

７．従業員数は就業人員であり、平均臨時雇用者数は年間平均人員を（ ）外数で記載しております。 

８．株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例」第 110条第５項の規定に基づ

き、第 15期の連結財務諸表について監査法人コスモスの監査を受けておりますが、第 14期の連結財務諸表につ
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いては、当該監査を受けておりません。 

９．2021年 12月 29日付で普通株式１株につき 1,000株の割合で株式分割を行っております。第 14期の期首に当該

株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。  
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２【沿革】 
  当社の設立以降、現在の企業集団に至るまでの経緯は、次のとおりです。 

年月 事項 

2007年10月 株式会社フロンティア不動産販売 門真店（現 株式会社フロンティアホールディングス）を創業 

2012年７月 株式会社フロンティアホーム（現 株式会社フロンティア都市開発）を設立 

2013年６月 株式会社フロンティア不動産販売 本店を設立 

2013年11月 株式会社フロンティア不動産販売 枚方店（現 株式会社フロンティア住宅販売）を設立 

2014年６月 株式会社フロンティア不動産販売 南大阪店を設立 

2014年９月 株式会社フロンティア不動産販売 奈良店を設立 

2015年12月 株式会社フロンティア不動産販売 門真店を株式会社フロンティアネットワークへ商号変更 

2017年１月 株式会社フロンティア不動産販売 神戸店を設立 

2017年６月 

 

リフォーム事業を新設分割し、株式会社フロンティア建築工房を設立 

株式会社フロンティアネットワークを株式会社フロンティアホールディングスへ商号変更 

2017年７月 

 

 

 

 

 

株式会社フロンティア不動産販売 本店 

株式会社フロンティア不動産販売 枚方店 

株式会社フロンティア不動産販売 南大阪店 

株式会社フロンティア不動産販売 奈良店 

株式会社フロンティアホーム 以上５社を株式交換により完全子会社化 

株式会社フロンティア不動産販売 神戸店の発行済株式の100％を取得し、完全子会社化 

2018年５月 利他塾株式会社の発行済株式の100％を取得し、完全子会社化 

2020年１月 株式会社フロンティア不動産販売 京都店（現 株式会社フロンティアホーム）を設立 

2020年５月 株式会社フロンティア不動産販売 橿原店（現 株式会社ハウスサポート）を設立 

2020年10月 

 

株式会社フロンティア不動産販売 東大阪店（現 株式会社フロンティアホーム）を設立 

株式会社フロンティア不動産販売 姫路店（現 株式会社フロンティア住宅販売）を設立 

2021年12月 

 

 

 

株式会社フロンティア不動産販売 枚方店を株式会社フロンティア住宅販売に商号変更 

株式会社フロンティア不動産販売 京都店を株式会社フロンティアホームに商号変更 

株式会社フロンティア不動産販売 橿原店を株式会社ハウスサポートに商号変更 

株式会社フロンティアホームを株式会社フロンティア都市開発に商号変更 

2022年４月 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社フロンティア不動産販売 本店（以後、株式会社フロンティア不動産販売）を吸収合併

存続会社、株式会社フロンティア不動産販売 南大阪店、株式会社フロンティア不動産販売 奈

良店及び株式会社フロンティア不動産販売 神戸店を吸収合併消滅会社とする吸収合併を実施 

株式会社フロンティア住宅販売を吸収合併存続会社、株式会社フロンティア不動産販売 姫路店

を吸収合併消滅会社とする吸収合併を実施 

株式会社フロンティアホームを吸収合併存続会社、株式会社フロンティア不動産販売 東大阪店

を吸収合併会社とする吸収合併を実施 

株式会社フロンティアホームの支店として 尼崎店を開設 
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３【事業の内容】 

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、持株会社の当社と子会社７社（2021年12月31日現在は12社）により構

成されており、不動産仲介事業、リフォーム事業及び戸建住宅事業を主たる業務として行っております。その他の事業

として、不動産仲介事業に関連して火災保険等の取次などの業務及び人事コンサルティング業務を行っております。当

該区分は「第６ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 注記事項」に掲げるセグメント情報の区分と同

一であります。また、当社グループは、株式会社センチュリー21・ジャパンとフランチャイズ契約を締結し、事業を行

っております。フランチャイズ契約の要旨は、「第２ 事業の状況 ４ 経営上の重要な契約等」に記載のとおりであり

ます。 

 

(1) 不動産仲介事業 

当社グループは、設立当初より、不動産売買の仲介事業を行っております。不動産仲介事業は当社グループの中核

事業として位置付けており、大阪府を中心として京都、兵庫、奈良などに10店舗を展開しております。当社グループ

は、不動産売買仲介を基盤とし、他の事業セグメントに属するリフォーム、保険、家電といった住まいに関わるサー

ビスのご提案を行っております。この他、土地、中古不動産の仕入や戸建住宅、中古不動産の販売といった戸建住宅

事業、リフォーム事業の不動産売買仲介も行っております。 

 

（関係会社）株式会社フロンティア不動産販売、株式会社フロンティア住宅販売、株式会社フロンティアホーム、 

株式会社ハウスサポート 

 

(2) リフォーム事業 

当社グループのリフォーム事業は、不動産仲介事業を営むエリアを中心として、オーナー様からの依頼や中古物件を

購入されたお客様からの依頼によりリフォーム及び買取再販を行っております。リフォームに際しては、当社グループ

の不動産仲介事業と連携して、仲介を通じて中古住宅や中古マンションをご購入いただいたお客様へ、趣味嗜好やライ

フスタイルに合わせた提案を行っております。買取再販に際しては、中古不動産の買取を行い、当社グループのリフォ

ームのノウハウを活かして、物件に合わせたリフォームを行い、付加価値を高めて販売しております。 

 

（関係会社）株式会社フロンティア建築工房 

 

(3) 戸建住宅事業 

当社グループは、不動産仲介事業を展開してきた中で築いてきた関係等から、土地の仕入を行うとともに、基本的

なプランにお客様の要望を反映させることで、付加価値の高い建売住宅を販売しております。また、不動産仲介事業

を営むエリアを中心として、土地仕入から新築戸建住宅の開発及び販売を行っております。 

 

（関係会社）株式会社フロンティア都市開発 

 

(4) その他事業 

当社において、当社グループの不動産仲介事業を通じて不動産を購入されたお客様に対して、火災保険や生命保険

の取次の他、家電や車両の販売も行っております。また、子会社において人材育成、教育研修等の人事コンサルティ

ング業務を行っております。 

 

（関係会社）当社、利他塾株式会社 
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当社グループの事業系統図は、次のとおりであります。 

［事業系統図］ 
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４【関係会社の状況】 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の
内容 

議決権の所有（又は
被所有）割合（％） 

関係内容 

（連結子会社）      

株式会社フロンティア
不動産販売 本店 

大阪府守口市 5,000 不動産仲介事業 100.0  
役員の兼任 
経営指導の受託 
資金の借入 

株式会社フロンティア
不動産販売 南大阪店 
（注）２ 

堺市北区 8,000 不動産仲介事業 100.0  
役員の兼任 
経営指導の受託 
資金の借入 

株式会社フロンティア
不動産販売 東大阪店 

大阪府東大阪市 8,000 不動産仲介事業 100.0  
役員の兼任 
経営指導の受託 
資金の貸付 

株式会社フロンティア
不動産販売 奈良店 
（注）２ 

奈良県奈良市 8,000 不動産仲介事業 100.0  
役員の兼任 
経営指導の受託 
資金の借入 

株式会社フロンティア
不動産販売 神戸店 

神戸市西区 8,000 不動産仲介事業 100.0  
役員の兼任 
経営指導の受託 
資金の借入 

株式会社フロンティア
不動産販売 姫路店 

兵庫県姫路市 8,000 不動産仲介事業 100.0  
役員の兼任 
経営指導の受託 
資金の貸付 

株式会社フロンティア 
住宅販売 

大阪府枚方市 5,000 不動産仲介事業 100.0  
役員の兼任 
経営指導の受託 
資金の借入 

株式会社フロンティア
ホーム 

京都市伏見区 8,000 不動産仲介事業 100.0  
役員の兼任 
経営指導の受託 
資金の貸付 

株式会社ハウスサポー
ト 

奈良県橿原市 8,000 不動産仲介事業 100.0  
役員の兼任 
経営指導の受託 
資金の貸付 

株式会社フロンティア
都市開発 
（注）２、３ 

大阪府守口市 100,000 戸建住宅事業 100.0  
役員の兼任 
経営指導の受託 
資金の貸付 

株式会社フロンティア
建築工房 
（注）２、３ 

大阪府守口市 10,000 リフォーム事業 100.0  
役員の兼任 
経営指導の受託 
資金の貸付 

利他塾株式会社 大阪府守口市 8,000 その他 100.0  
役員の兼任 
経営指導の委託 
資金の借入 

（注）１．「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。 

２．特定子会社であります。 

３．株式会社フロンティア都市開発及び株式会社フロンティア建築工房については売上高（連結会社相互間の内部

売上高を除く）の連結売上高に占める割合が 10％を超えております。 

  主要な損益情報等 

 株式会社フロンティア 

都市開発 

株式会社フロンティア 

建築工房 

① 売上高 2,893,402千円 1,155,805千円 

② 経常利益 220,367千円 253,728千円 

③ 当期純利益 147,049千円 170,650千円 

④ 純資産額 525,944千円 362,071千円 

⑤ 総資産額 2,285,449千円 1,186,418千円 

４．株式会社フロンティア不動産販売は、2022年 4月 1日付で、株式会社フロンティア不動産販売 南大阪店、奈

良店、神戸店 を吸収合併しております。 

５．株式会社フロンティア住宅販売は、2022年 4月 1日付で、株式会社フロンティア不動産販売 姫路店 を吸収

合併しております。 

６．株式会社フロンティアホームは、2022年 4月 1日付で、株式会社フロンティア不動産販売 東大阪店 を吸収

合併しております。 
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５【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 2022年７月31日現在

セグメントの名称 従業員数（名） 

不動産仲介事業 85（15） 

リフォーム事業 8 （-） 

戸建住宅事業 6 （0） 

その他 7 （-） 

全社（共通） 12 （8） 

合計 118（24） 

（注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、最近１年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

   ２．臨時雇用者数には、パートタイマーの従業員を含み、派遣社員を除いております。 

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、本社部門に所属している従業員であります。 

 

(2) 発行者の状況 

  2022年７月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

19（8） 29.3 3.3 3,983 

  

 2022年７月31日現在

セグメントの名称 従業員数（名） 

その他 7 （-） 

全社（共通） 12 （8） 

合計 19 （8） 

（注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、最近１年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

   ２．従業員数は、当社から他社への出向者を除いた就業人員数であります。 

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

４．全社（共通）として記載されている従業員数は、本社部門に所属している従業員であります。 

 

(3) 労働組合の状況 

   当社グループにおいて労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 
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第３【事業の状況】 
 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当連結会計年度における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症拡大により緊急事態宣言が発出されるなど、依然とし

て厳しい状況が続きました。しかしながら、ワクチン接種の進展、政府による各種給付金等を背景に、個人消費に持ち直し

の様相を表しております。 

当社グループが属する不動産業界におきましては、コロナ禍におけるテレワークの普及や巣ごもり需要などから、住居へ

の関心が高まり、住宅市況は堅調に推移しました。一方、ウッドショックによる木材の価格高騰による建築コストの高騰や

半導体不足による住宅設備の供給不足が懸念されており、先行きは依然不透明であります。 

このような事業環境の下、当社グループは、不動産のお客様とのご縁を大切にし、お客様の暮らしを総合的にサポートす

ることで、お客様に価値ある貢献を行うという理念のもと、不動産売買仲介を基盤としながら、リフォーム、建売販売、保

険の提案からアフターサービスまで、住まいのワンストップサービスを提供する事業展開を図ってまいりました。 

これらの結果、当連結会計年度における業績は、売上高は 58億 68 百万円（前連結会計年度比 30.5％増）、営業利益は

８億 87百万円（同 66.0％増）、経常利益は８億 64百万円（同 70.7％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は５億 66百

万円（同 35.1％増）となりました。 

 

セグメント別の経営成績は、次のとおりであります。 

（不動産仲介事業） 

 不動産仲介事業においては、前連結会計年度に設立した２店舗のオープン等、販売力の強化に努めてまいりました。ま

た、既存店舗においても、さらなる集客のため広告宣伝戦略を強化する等、積極的に反響獲得を行いました。その結果、

当連結会計年度の売上高は 15億 67百万円（前連結会計年度比 34.4％増）、営業利益は２億 25百万円（前連結会計年度

比 39.2％増）となりました。 

（リフォーム事業） 

 リフォーム事業においては、不動産仲介事業が取り扱う中古物件のリフォームに加え、新たに中古物件を買い取り、リ

フォームを行ったうえで、価値を加え販売する買取再販事業を開始しております。また、顧客ニーズに合ったリフォーム

の積極的な提案を行うとともに不動産仲介事業の拡大に伴う提案機会の増加により、当連結会計年度の売上高は 11億 55

百万円（前連結会計年度比 65.5％増）、営業利益は２億 54百万円（前連結会計年度比 123.7％増）となりました。 

（戸建住宅事業） 

 戸建住宅事業においては、グループシナジーを活かし、物件の仕入強化に注力いたしました。また、コロナ禍による戸

建需要の増加も相まって、充実した商品在庫が順調に売却へと進み、当連結会計年度の売上高は 29 億１百万円（前連結

会計年度比 15.4％増）、営業利益は２億 43百万円（前連結会計年度比 16.9％増）となりました。 

（その他事業） 

 その他事業の当連結会計年度の売上高は２億 44百万円（前連結会計年度比 103.6％増）、営業利益は１億 20百万円（前

連結会計年度比 143.6％増）となりました。  
(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ２億85百万円減

少し、10億21百万円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおり

であります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

     営業活動の結果得られた資金は３億68百万円となりました。主な増加要因は、税金等調整前当期純利益８億64百

万円であり、主な減少要因は、たな卸資産の増加４億58百万円、法人税等の支払額１億86百万円であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果支出した資金は41百万円となりました。主な減少要因は、有形固定資産の取得による支出27百

万円であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果支出した資金は６億12百万円となりました。主な増加要因は、長期借入金の借入による収入２

億14百万円、短期借入金の純増減額１億82百万円であり、主な減少要因は、長期借入金の返済による支出10億４百

万円であります。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 

（1）生産実績 

当社グループは生産活動を行っていないため、該当事項はありません。 

 

（2）受注実績 

当連結会計年度の受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。なお、リフォーム事業以外のセグメ

ントについては、受注に相当する事項がないため、受注実績に関する記載はしておりません。 
セグメントの名称 受注高（千円） 前期比（％） 受注残高（千円） 前期比（％） 

リフォーム事業 818,879 129.9 283,215 169.5 

 （注）１．リフォーム事業の受注実績は、当社グループが受注工事を行うもののみとしており、中古不動産の買取再販等

については、事業の性質上、上記には含まれておりません。 
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

（3）販売実績 

当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
セグメントの名称 金額（千円） 前期比（％） 

不動産仲介事業 1,567,704 134.4 

リフォーム事業 1,155,805 165.5 

戸建住宅事業 2,901,111 115.4 

報告セグメント計 5,624,621 128.5 

その他 244,298 203.6 

合計 5,868,919 130.5 

 （注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
３．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合については、総販売実績の 10％以上の相

手先がないため、記載を省略しております。  
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３【対処すべき課題】 

当社グループを取り巻く環境は、新型コロナウイルス感染症の収束が見通せない状況において、消費者の行動も制限

され、先行きの不透明感が増しており、消費者の購買意欲にも少なからず影響が出ております。このような状況におい

て、今後の事業拡大のため、当社が対処すべき課題は、以下のとおりであります。 

なお、文中の将来に関する事項は、本発行者情報公表日現在において当社グループが判断したものであります。 

 

(1) 人財確保及び人財育成について 

当社グループにとって、新たな事業拠点の設置や新たな事業領域へ進出するためには、優秀な人財を継続的に確

保・育成していくことが重要な課題のひとつであると認識しております。当社グループは新卒採用に重点を置き、イ

ンターンシップ制度や社内研修を充実させることで、当社グループの経営理念や経営方針を理解・実践できる人財を

早期に育成することに努めるとともに、モチベーション・定着率を高めるために人財の育成と成果に報いる人事制度

や福利厚生等を充実させるよう努めてまいります。 

 

(2) 新規エリアへの出店 

当社グループが持続的な成長を達成するためには、不動産仲介事業を中心として店舗展開を行うことが重要な経営

戦略であると考えております。今後もさらなる新規エリアの開拓のため、出店候補地域に対して、マーケット分析を

実施し、出店の可否を検討してまいります。 

 

(3) コーポレート・ガバナンスと内部管理体制の強化 

当社グループは、企業価値の最大化を図るために、経営の健全性、透明性及び客観性が重要であると考えております。

そのため、取締役会を始めとする会議体による意思決定の監督と監査役による経営監視体制を構築し、今後も、経営ト

ップからのメッセージ発信、コンプライアンス教育の強化並びに内部通報制度の拡充等によりコーポレート・ガバナン

スと内部管理体制のさらなる強化に努めてまいります。 

 

(4) 新型コロナウイルス感染症への対応 

当社グループは、新型コロナウイルス感染症の拡大予防に向けた施策を当社グループ一丸となって実行してまいり

ます。新型コロナウイルス感染症の影響により、感染症収束の見通しは立っておらず、依然として景気の先行きの見

通しは厳しい状況が続いております。当社グループといたしましても、新型コロナウイルス感染症の影響による事業

活動の制限や、業績の減速、個人消費意欲の減退等が懸念されますが、お客様・お取引先や当社グループの従業員と

その家族の安全を確保してまいります。 
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４【事業等のリスク】 

以下において、当社グループの事業展開その他に関してリスク要因と考えられる主な事項を記載しております。当社

グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の適切な対応に努める方針で

ありますが、当社株式に関する投資判断は、以下の事項及び本項以外の記載事項を慎重に検討した上で行われる必要が

あると考えております。 

なお、文中の将来に関する事項は、本発行者情報公表日現在において当社グループが判断したものであり、将来にお

いて発生する可能性があるすべてのリスクを網羅するものではありません。 

 

(1) 事業環境に関するリスク 

① 経済情勢の変化について 

当社グループが属する不動産業界は、景気の動向を始め、金利水準や地価の水準、その他、住宅に関する税制や政

策等の影響を受けやすいといえます。そのため、景気見通しの悪化や金利の上昇、地価の変動及び不動産に関連する

税制の改正等の経済状況や政策動向等により、お客様の購買・売却意欲を減退させる可能性があり、また、金融機関

の融資姿勢に変化があった場合には、新規事業用地の取得が困難となる可能性があります。これら経済情勢等が変動

した場合には、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

 

② 建設資材や外注費の高騰について 

木造住宅の建築に不可欠である材木をはじめ、その他の建築資材や住宅設備機器の仕入れを行っておりますが、こ

れらの建設資材は国内外需要の動向により想定外に価格が高騰する可能性があります。また、建築する住宅の設計業

務及び住宅建築やリフォームの施工業務を外部事業者に委託しており、需要増加や人手不足により外注費が高騰する

可能性もあります。当社グループは、複数の建設資材の仕入先や設計・施工業務の外部委託先を確保し、価格高騰に

対して影響を緩和するように努めておりますが、予想以上に価格が高騰した場合には業績等に影響を及ぼす可能性が

あります。 

 

③ 競合について 

当社グループが属する不動産業界は、事業を行うために免許や資格を必要とするものの、事業運営に必要な設備が

少なく参入障壁が低いことから、大手企業から中小零細企業まで多数の事業者が存在し、これらの事業者との競合が

生じております。このような状況において、当社グループは不動産仲介だけでなく、住宅販売やリフォーム、ファイ

ナンシャル・プランの提供など、お客様の不動産購入をきっかけに、ライフ・プランに合わせた総合的な暮らしのサ

ポートを行うことで競合他社との差別化を図っております。しかしながら、競合他社の動向によっては、事業計画の

実行に問題が生じ、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

 

 

(2) 特有の法的規制等に係るリスク 

① 法的規制について 

当社グループが行っている不動産仲介事業、リフォーム事業及び戸建住宅事業は、宅地建物取引業法、建設業法、

建築基準法、都市計画法、住宅の品質確保の促進等に関する法律等及び関連する各種法令により規制を受けており、

宅地建物取引業免許、一般建設業許可及び特定建設業許可について、それぞれ監督官庁より許認可を受けておりま

す。当社グループでは、法令及び契約等の遵守のために「リスク・コンプライアンス管理規程」を定めて、コンプラ

イアンスに関する社内研修を行っております。現時点において、当該免許及び許認可等が取消しとなる事由は発生し

ておりませんが、将来何らかの理由により、当該許認可等が取消された場合又はそれらの更新が認められない場合に

は、当社グループの事業活動に支障をきたすとともに、業績等に影響を及ぼす可能性があります。また、これらの法

律等の改廃又は新たな法的規制が今後生じた場合にも、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

 

会社名 許認可等の名称 許認可等の内容 有効期限 許認可取消事由 

㈱フロンティアホールディ

ングス 
宅地建物取引業免許 

大阪府知事 

(3)第 53564号 
2022年 11月 7日 

宅地建物取引業法

第 66条 

㈱フロンティア不動産販売 宅地建物取引業免許 
国土交通大臣 

（1）第 10102号 
2027年 2月 17日 

宅地建物取引業法

第 66条 

㈱フロンティア住宅販売 宅地建物取引業免許 
国土交通大臣 

（1）第 10101号 
2027年 2月 17日 

宅地建物取引業法

第 66条 
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㈱フロンティアホーム 宅地建物取引業免許 
国土交通大臣 

（1）第 10103号 
2027年 2月 17日 

宅地建物取引業法

第 66条 

㈱ハウスサポート 宅地建物取引業免許 
奈良県知事 

(1)第 4376号 
2025年 8月 11日 

宅地建物取引業法

第 66条 

㈱フロンティア都市開発 宅地建物取引業免許 
大阪府知事 

(2)第 56676号 
2022年 9月 13日 

宅地建物取引業法

第 66条 

㈱フロンティア建築工房 宅地建物取引業免許 
大阪府知事 

(1)第 62136号 
2025年 9月 24日 

宅地建物取引業法

第 66条 

㈱フロンティア建築工房 一般建設業許可 
大阪府知事 

(般-29)第 148937号 
2022年 11月 16日 建築業法第 29条 

 

  

② 販売住宅等にかかる瑕疵担保責任について 

住宅供給業者は、住宅の品質確保の促進等に関する法律により、新築住宅の構造上主要な部分及び雨水の浸入を防

止する部分については住宅の引渡日から10年間、その他の部分については、宅地建物取引業法により住宅の引渡日か

ら最低２年間について瑕疵担保責任を負います。当社グループは外部委託業者等との協力体制を構築しており、徹底

した品質管理に努めております。加えて、特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律により、住宅の瑕疵担

保責任履行のための資力の確保が義務付けられており、当社グループでは住宅瑕疵担保責任保険への加入により、そ

の保証責任を十分履行できるような体制を整えております。しかしながら、当社グループの販売した物件に重大な瑕

疵があることが判明した場合には、その直接的な原因が当社グループの責めに帰すべきものでない場合であっても、

売主としての瑕疵担保責任を負わなければならない場合があり、損害賠償請求の発生並びに当社グループに対する信

頼低下等により、当社グループの事業展開及び経営成績等に影響を与える可能性があります。また、これらの法規制

等が強化された場合には、当社グループの事業展開及び業績等に影響を与える可能性があります。 

 

 

(3) 事業展開におけるリスク 

① 営業地域について 

当社グループは、大阪府を中心として京都、兵庫、奈良などに10店舗を展開し、事業を行っております。当社グル

ープは、今後もさらなる新規エリアの開拓のため、出店候補地域に対して、マーケット分析を実施し、出店の可否を

検討してまいります。しかしながら、これらの事業展開により、当該地域の市場動向等に強い影響を受ける可能性が

あり、当該地域の不動産市況の低迷や地域的な景況感悪化等が生じた場合には、当社グループの業績等に影響を及ぼ

す可能性があります。 

 

② 株式会社センチュリー21・ジャパンとのフランチャイズ（ＦＣ）契約について 

当社グループは、株式会社センチュリー21・ジャパンとフランチャイズ契約を締結しております。株式会社センチ

ュリー21・ジャパンとは良好な関係を維持しておりますが、そのブランド認知度が顧客に対して安心感を与えるメリ

ットがあるため、今後も契約を継続していく方針ですが、何らかの要因により当該フランチャイズ契約が解除となっ

た場合の他、同社及び同社のＦＣ加盟店において違法行為等があり、ＦＣ全体のイメージが低下した場合、当社グル

ープの事業展開及び業績等に影響を与える可能性があります。 

 

③ 外部委託先について 

当社グループは、戸建住宅事業における設計・施工業務及びリフォーム事業における施工業務については、設計・

施工等の能力、工期、コスト及び品質等を勘案し、外部の事業者に委託しております。当社グループでは、外部委託

先としての選定基準の設定、定期的に外部委託先の与信状況確認及び新規の請負業者の継続的な募集等を実施してお

ります。十分な外部委託先の確保や委託した案件の進捗管理に努めているものの、当社グループの選定基準に合致す

る外部委託先を十分に確保できない場合や、外部委託先の経営不振、繁忙期における対応の遅れによる工期遅延、外

注価格の上昇等が生じた場合には、当社グループの業績等に影響を与える可能性があります。  
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(4) 経営体制に関するリスク 

① 組織体制について 

当社グループは、今後、事業の拡大に伴って、内部管理体制の整備、充実を含め、計画的な人員増強に努める方針

ではありますが、当社グループが事業規模の拡大に対して、適切かつ充分な人員の増強ができなかった場合には、当

社グループの事業展開及び業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

  

② 特定人物への依存について 

当社グループの代表取締役社長である中西栄仁は、当社グループの創業者及び最高経営責任者であり、経営方針や

経営戦略の決定等、事業活動において重要な役割を担っております。当社グループは、同氏への過度な依存を回避す

べく、会議体による重要な意思決定の徹底及び担当役員や部長への権限移譲の推進により、組織として事業遂行を行

う体制構築を進めております。しかしながら、現時点において、同氏が当社グループの代表取締役社長としての業務

執行を継続することが困難となった場合には、当社グループの事業展開及び業績等に影響を与える可能性がありま

す。 

 

③ 人財の確保及び育成について 

当社グループが属する不動産業界においては、一定の専門的知識を要するため、一般的に業界経験のある人員を即

戦力として中途採用する企業が多い一方、定着率も高くはないため、常に人員確保の問題に直面しております。当社

グループとしても、新たな事業拠点の設置や新たな事業領域へ進出するためには、優秀な人財を継続的に確保・育成

していくことが重要な課題のひとつであると認識しております。このような状況において、当社グループは新卒採用

に重点を置き、インターンシップ制度や社内研修を充実させることで、当社グループの経営理念や経営方針を理解・

実践できる人財を早期に育成することに努めるとともに、モチベーション・定着率を高めるために人財の育成と成果

に報いる人事制度や福利厚生等を充実させるよう努めております。しかしながら、雇用情勢の変化等により、計画ど

おりに人財が確保・育成できない場合には、当社グループの事業展開及び業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(5) 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の変動に係るリスク 

① 有利子負債への依存度について 

当社グループは、戸建住宅事業に係る事業用地取得資金、リフォーム事業に係る買取再販の資金を主として金融機

関からの借入金によって調達しております。当連結会計年度末における有利子負債は、総資産の30.1％となっており

ます。当社グループは、金利の動向や販売予測情報等を継続的にモニタリングし、また、安定的な資金調達を行うた

め複数の金融機関と密接な情報交換を行っております。さらに、私募債等の新たな資金調達や自己資金による事業用

地の取得等も進める方針でありますが、戸建住宅事業及びリフォーム事業の拡大により有利子負債への依存度が上昇

した場合、金利が上昇する局面においては支払利息等が増加し、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があり

ます。また、金融機関の融資姿勢の変化により事業用地取得のための資金が調達できない場合には、当社グループの

事業展開及び業績等に影響を与える可能性があります。 

 

② 販売用不動産の評価について 

当社グループは、戸建住宅事業において取得した事業用地やリフォーム事業において取得した買取再販物件といっ

た販売用不動産を保有しており、当連結会計年度末における販売用不動産は、総資産の57.7％となっております。当

該販売用不動産については時価（正味売却価額）が帳簿価額を下回った場合には評価損を計上する必要があります。

当社グループは事業用地、買取再販物件を取得する際に、事前に需要予測や周辺環境、近隣相場の調査等を綿密に行

った上で、販売計画を策定し担当部門で検討しており、また、販売用不動産の価格変動の有無を定期的に把握し、引

渡しまでに要する期間を短縮し、需給バランスを考慮した在庫回転率の向上に努めております。しかしながら、事業

環境の変化や災害の発生等により、不動産価格が下落する可能性があります。その場合、想定した価格での売却が困

難になり、販売用不動産について評価損を計上する可能性があり、その結果、当社グループの業績等に影響を与える

可能性があります。 

 

(6) 自然災害・感染症拡大等によるリスク 

① 地震を始めとする自然災害について 

当社グループは、大阪府を中心として関西圏を営業地域として事業を展開しております。日本は地震大国であり、

特に関西地方においては、南海トラフ地震の発生可能性が常々言われております。また、地震以外にも台風や火災そ

の他災害が起こる可能性があり、販売用不動産の損壊、工事の遅延及び中止のみならず、交通インフラへの被害等に

より営業活動自体ができなくなる可能性があります。当社グループは、このような災害に備えて、損害保険への加

入、耐震性等に優れた住宅の開発、災害マニュアルによる従業員の安全の確保等の対策を講じており、災害による影
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響を軽減するよう努めております。しかしながら、自然災害の影響を予測することは困難であり、予測以上の被害が

発生した場合には当社グループの業績等に影響を与える可能性があります。 

 

② 感染症等の影響について 

現在、新型コロナウイルス感染症が収束する見通しが立っていない状況にありますが、人の行動制限を求められる

感染症拡大の影響が長期に亘る場合、従業員の健康被害や行動制限が拡大すると、会社運営に大きな支障をきたす可

能性があります。また、感染症拡大の影響により半導体の供給が不足していると言われており、住宅設備等の納期も

長期化しているものもあり、住宅建築の完成引渡が当初の予定から遅延する可能性があります。当社グループは、職

場における感染防止措置を徹底し、従業員の安全確保を図っております。また、仕入先と良好な関係を築き、いち早

く情報収集を行うことで、納期が急激に伸びることがないよう不測の事態に対応できるよう努めております。しかし

ながら、予測を超えて感染症が爆発的に拡大した場合には、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

 

(7) その他経営全般に係るリスク 

① 訴訟等の可能性について 

当社グループは現在、業績等に重大な影響を及ぼす訴訟事件等は生じておりませんが、販売した住宅や施工したリ

フォーム等について、瑕疵等の発生、工事現場近隣者からのクレーム、取引先業者とのトラブル等により訴訟が発生

する可能性があります。当社グループでは、法令及び契約等の遵守のための「リスク・コンプライアンス管理規程」

を定めて社内教育やコンプライアンス体制の充実に努めております。また、訴訟が提起された場合には弁護士等と連

携し、慎重に対応することとしております。しかしながら、クレームやトラブル等に起因して訴訟が提起された場合

には、損害賠償請求等や顧客からの信頼低下により、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

 

② 個人情報保護について 

当社グループは、事業活動を行うにあたり、取引先や顧客等の個人情報を取得・保有して、個人情報の保護に関す

る法律等による規制を受けております。当社グループでは、「情報セキュリティ管理規程」、「個人情報保護規程」

及び「特定個人情報取扱規程」を定めるとともに、個人情報保護管理責任者を選任して上記規程等を従業員に周知・

徹底しております。また、情報が漏えいした場合を想定し、報告ルートの明文化等の漏えい時の対応手順を作成して

おります。しかしながら、当社グループが保有する個人情報が漏えいした場合、損害賠償請求や信用力の低下によ

り、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

 

③ 担当 J-Adviserとの契約の解除に関する事項について 

当社は、株式会社東京証券取引所が運営を行っております証券市場TOKYO PRO Marketに上場予定となっておりま

す。当該市場は、特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例第102条の定めにより、TOKYO PRO Market上場企

業は、東京証券取引所より認定を受けたいずれかの担当J－Adviserと、株式上場の適格性審査および株式上場後の上

場適格性を維持するための指導、助言、審査等の各種業務を委託する契約（以下、「J－Adviser契約」とします。）

を締結する義務があります。本発行者情報公表日時点において、当社がJ－Adviser契約を締結しているのは株式会社

日本Ｍ&Ａセンター（以下、「同社」という。）であり、同社とのJ－Adviser契約において当社は、下記の義務の履行

が求められております。下記の義務の履行を怠り、又は契約に違反した場合、相手方は、相当の期間(特段の事情のな

い限り１か月)を定めてその義務の履行又は違反の是正を書面で催告し、その催告期間内にその義務の履行又は違反の

是正がなされなかったときは、J－Adviser契約を解除することができる旨の定めがあります。また、上記にかかわら

ず、当社及び同社は、両当事者による書面による合意又は相手方に対する１か月前以上の書面による通知を行うこと

により、いつでもJ－Adviser契約を解約することができる旨の定めがあります。当社が同社より上記の解除にかかる

催告期間中において、下記の義務の履行又は違反の是正が果たせない場合、または同社に代わる担当J－Adviserを確

保できない場合は、当社普通株式のTOKYO PRO Market上場廃止につながる可能性があります。 

＜J－Adviser契約上の義務＞ 

• 特例に定める上場会社の義務を履行するとともに、同社がJ-Adviserの義務を履行するために必要な協力を行う

こと 

• 取締役会関係資料、株主総会関係資料、経営管理に関する各種資料、その他同社が必要とする資料等を遅滞な
く提出すること 

• 必要に応じて特例及び特例施行規則の内容及びその解釈について、同社から指導及び助言を受け、当社はその
指導及び助言に従って行動すること 
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＜J－Adviser契約解除に関する条項＞ 

当社（以下、「甲」とします。）において下記の事象が発生した場合には、株式会社日本Ｍ＆Ａセンター（以

下、「乙」とします。）からの催告無しでJ－Adviser契約を解除することができるものと定められております。 

 

i) 債務超過 

甲がその事業年度の末日に債務超過の状態である場合において、１年以内（審査対象事業年度の末日の翌日か

ら起算して１年を経過する日（当該１年を経過する日が甲の事業年度の末日に当たらないときは、当該１年を経

過する日の後最初に到来する事業年度の末日）までの期間をいう。以下、本号において同じ。また「２年以内」

も同様。）に債務超過の状態でなくならなかったとき。ただし、甲が法律の規定に基づく再生手続若しくは更生

手続、産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法（以下、「産活法」という。） 第2条第25項に規

定する特定認証紛争解決手続に基づく事業再生（当該手続が実施された場合における産活法第49条に規定する特

例の適用を受ける特定調停手続による場合も含む。）、産業競争力強化法第2条第16項に規定する特定認証紛争

解決手続に基づく事業再生（当該手続が実施された場合における産業競争力強化法第52条に規定する特例の適用

を受ける特定調停手続による場合も含む。）又は私的整理に関するガイドライン研究会による「私的整理に関す

るガイドライン」に基づく整理を行うことにより、当該１年を経過した日から起算して１年以内に債務超過の状

態でなくなることを計画している場合（乙が適当と認める場合に限る。）には、２年以内に債務超過の状態でな

くならなかったとき。なお、乙が適当と認める場合に適合するかどうかの審査は、甲が審査対象事業年度に係る

決算（上場会社が連結財務諸表を作成すべき会社である場合には連結会計年度、連結財務諸表を作成すべき会社

でない場合には事業年度に係る決算とする。）の内容を開示するまでの間において、再建計画（本号但し書に定

める１年以内に債務超過の状態でなくなるための経営計画を含む。）を公表している場合を対象とし、甲が提出

する当該再建計画並びに次の（ａ）及び（ｂ）に定める書面に基づき行うものとする。 

（ａ）次のイからハまでに掲げる場合の区分に従い、当該イからハまでに定める書面 

イ 法律の規定に基づく再生手続又は更生手続を行う場合 当該再建計画が、再生計画又は更生計画として

裁判所の認可を得ているものであることを証する書面  

ロ 産競法第2条第16項に規定する特定認証紛争解決手続に基づく事業再生（当該手続が実施された場合に

おける産競法第52条に規定する特例の適用を受ける特定調停手続による場合も含む。）を行う場合 当

該再建計画が、当該手続にしたがって成立したものであることを証する書面 

ハ 私的整理に関するガイドライン研究会による「私的整理に関するガイドライン」に基づく整理を行う場
合 当該再建計画が、当該ガイドラインにしたがって成立したものであることについて債権者が記載し

た書面 

（ｂ）規程第311条第1項第5号ただし書に規定する１年以内に債務超過の状態でなくなるための経営計画の前提

となった重要な事項等が、公認会計士等により検討されたものであることについて当該公認会計士等が記

載した書面 

 

ii) 銀行取引の停止 

甲が発行した手形等が不渡りとなり銀行取引が停止された場合又は停止されることが確実となった場合 

 

iii) 破産手続、再生手続又は更生手続 

甲が法律の規定に基づく会社の破産手続、再生手続若しくは更生手続を必要とするに至った場合（甲が、法律

に規定する破産手続、再生手続又は更生手続の原因があることにより、破産手続、再生手続又は更生手続を必要

と判断した場合）又はこれに準ずる状態になった場合。なお、これに準ずる状態になった場合とは、次のａから

ｃまでに掲げる場合その他甲が法律の規定に基づく会社の破産手続、再生手続又は更生手続を必要とするに至っ

た場合に準ずる状態になったと乙が認めた場合をいうものとし、当該ａからｃまでに掲げる場合には当該ａから

ｃまでに定める日に本号前段に該当するものとして取り扱う。 

ａ 甲が債務超過又は支払不能に陥り又は陥るおそれがあるときなどで再建を目的としない法律に基づかない整

理を行う場合 甲から当該整理を行うことについての書面による報告を受けた日 

ｂ 甲が、債務超過又は支払不能に陥り又は陥るおそれがあることなどにより事業活動の継続について困難であ

る旨又は断念する旨を取締役会等において決議又は決定した場合であって、事業の全部若しくは大部分の譲

渡又は解散について株主総会又は普通出資者総会に付議することの取締役会の決議を行った場合 甲から当該

事業の譲渡又は解散に関する取締役会の決議についての書面による報告を受けた日（事業の大部分の譲渡の

場合には、当該事業の譲渡が事業の大部分の譲渡であると乙が認めた日） 

ｃ  甲が、財政状態の改善のために、債権者による債務の免除又は第三者による債務の引受若しくは弁済に関す
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る合意を当該債権者又は第三者と行った場合（当該債務の免除の額又は債務の引受若しくは弁済の額が直前

事業年度の末日における債務の総額の100分の10に相当する額以上である場合に限る。） 甲から当該合意を

行ったことについての書面による報告を受けた日 

 

iv) 前号に該当することとなった場合においても、甲が次のａからｃまでに該当する再建計画の開示を行った場

合には、原則として本契約の解除は行わないものとする。 

ａ 次の（ａ）又は（ｂ）に定める場合に従い、当該（ａ）又は（ｂ）に定める事項に該当すること。 

（ａ）甲が法律の規定に基づく再生手続又は更生手続を必要とするに至った場合 当該再建計画が、再生計画

又は更生計画として裁判所の認可を得られる見込みがあるものであること 

（ｂ）甲が前号ｃに規定する合意を行った場合 当該再建計画が、前号ｃに規定する債権者又は第三者の合意

を得ているものであること 

ｂ 当該再建計画に次の（ａ）及び（ｂ）に掲げる事項が記載されていること。 

（ａ） TOKYO PRO Marketに上場する有価証券の全部を消却するものでないこと 

（ｂ） 前ａの（ａ）に規定する見込みがある旨及びその理由又は同（ｂ）に規定する合意がなされているこ

と及びそれを証する内容 

ｃ 当該再建計画に上場廃止の原因となる事項が記載されているなど公益又は投資者保護の観点から適当でない

と認められるものでないこと 

 

v) 事業活動の停止  

甲が事業活動を停止した場合（甲及びその連結子会社の事業活動が停止されたと乙が認めた場合）又はこれに

準ずる状態になった場合。なお、これに準ずる状態になった場合とは、次のａからｃまでに掲げる場合その他甲

が事業活動を停止した場合に準ずる状態になった場合と乙が認めた場合をいうものとし、当該ａからｃまでに掲

げる場合には当該ａからｃまでに掲げる日に同号に該当するものとして取り扱う。 

ａ 甲が、合併により解散する場合のうち、合併に際して甲の株主に対してその株券等に代わる財産の全部又は

一部として次の（ａ）又は（ｂ）に該当する株券等を交付する場合は、原則として、合併がその効力を生ず

る日の３日前（休業日を除外する。）の日 

（ａ）TOKYO PRO Marketの上場株券等 

（ｂ）特例第132条の規定の適用を受け、速やかにTOKYO PRO Marketに上場される見込みのある株券等 

ｂ 甲が、前ａに規定する合併以外の合併により解散する場合は、甲から当該合併に関する株主総会（普通出資

者総会を含む。）の決議についての書面による報告を受けた日（当該合併について株主総会の決議による承

認を要しない場合には、取締役会の決議（委員会設置会社にあっては、執行役の決定を含む。）についての

書面による報告を受けた日） 

ｃ 甲が、ａ及び前ｂに規定する事由以外の事由により解散する場合（本条第3３号ｂの規定の適用を受ける場合

を除く。）は、甲から当該解散の原因となる事由が発生した旨の書面による報告を受けた日 

 

vi) 不適当な合併等 

甲が非上場会社の吸収合併又はこれに類するもの（ⅰ 非上場会社を完全子会社とする株式交換、ⅱ 会社分割

による非上場会社からの事業の承継、ⅲ 非上場会社からの事業の譲受け、ⅳ 会社分割による他の者への事業の

承継、ⅴ 他の者への事業の譲渡、ⅵ 非上場会社との業務上の提携、ⅶ 第三者割当による株式若しくは優先出

資の割当て、ⅷ その他非上場会社の吸収合併又はⅰからⅶまでと同等の効果をもたらすと認められる行為）で

定める行為（以下本号において「吸収合併等」という。）を行った場合に、甲が実質的な存続会社でないと乙が

認めた場合 

 

vii) 支配株主との取引の健全性の毀損 

第三者割当により甲の支配株主（甲の親会社又は甲の議決権の過半数を直接若しくは間接に保有する者）が異

動した場合（当該割当により交付された募集株式等の転換又は行使により支配株主が異動する見込みがある場合

を含む）において、支配株主との取引に関する健全性が著しく毀損されていると乙が認めるとき 

 

viii) 発行者情報等の提出遅延 

甲が提出の義務を有する特定証券情報、発行者情報又は有価証券報告書等につき、特例及び法令に定める期間

内に提出しなかった場合で、乙がその遅延理由が適切でないと判断した場合 
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ix) 虚偽記載又は不適正意見等 

次のａ又はｂに該当する場合 ａ 甲が開示書類等に虚偽記載を行い、かつ、その影響が重大であると乙が認め

る場合 ｂ 甲の財務諸表等に添付される監査報告書等において、公認会計士等によって、監査報告書については

「不適正意見」又は「意見の表明をしない」旨（天災地変等、上場会社の責めに帰すべからざる事由によるもので

ある場合を除く。）が記載され、かつ、その影響が重大であると乙が認める場合 

 

 

x) 法令違反及び上場契約違反等 

甲が重大な法令違反又は特例に関する重大な違反を行った場合 

 

xi) 株式事務代行機関への委託 

甲が株式事務を特例で定める株式事務代行機関に委託しないこととなった場合又は委託しないこととなること

が確実となった場合 

 

xii) 株式の譲渡制限 

甲が TOKYO PRO Marketに上場する株式の譲渡につき制限を行うこととした場合 

 

xiii) 完全子会社化 

甲が株式交換又は株式移転により他の会社の完全子会社となる場合 

 

xiv) 指定振替機関における取扱い 

甲が発行する株券が指定振替機関の振替業における取扱いの対象とならないこととなった場合 

 

xv) 株主の権利の不当な制限 

甲が次のａからｇまでのいずれかに掲げる行為を行っている場合において、株主の権利内容及びその行使が不

当に制限されていると乙が認めた場合その他株主の権利内容及びその行使が不当に制限されていると乙が認めた

場合をいう。 

ａ 買収者以外の株主であることを行使又は割当ての条件とする新株予約権を株主割当て等の形で発行する買収

防衛策（以下「ライツプラン」という。）のうち、行使価額が株式の時価より著しく低い新株予約権を導入

時点の株主等に対し割り当てておくものの導入（実質的に買収防衛策の発動の時点の株主に割り当てるため

に、導入時点において暫定的に特定の者に割り当てておく場合を除く。） 

ｂ ライツプランのうち、株主総会で取締役の過半数の交代が決議された場合においても、なお廃止又は不発動

とすることができないものの導入 

ｃ 拒否権付種類株式のうち、取締役の過半数の選解任その他の重要な事項について種類株主総会の決議を要す

る旨の定めがなされたものの発行に係る決議又は決定（持株会社である甲の主要な事業を行っている子会社

が拒否権付種類株式又は取締役選任権付種類株式を甲以外の者を割当先として発行する場合において、当該

種類株式の発行が甲に対する買収の実現を困難にする方策であると乙が認めるときは、甲が重要な事項につ

いて種類株主総会の決議を要する旨の定めがなされた拒否権付種類株式を発行するものとして取り扱う。） 

ｄ TOKYO PRO Marketに上場している株券について、株主総会において議決権を行使することができる事項のう

ち取締役の過半数の選解任その他の重要な事項について制限のある種類の株式への変更に係る決議又は決定 

ｅ TOKYO PRO Marketに上場している株券より議決権の多い株式（取締役の選解任その他の重要な事項について

株主総会において一個の議決権を行使することができる数の株式に係る剰余金の配当請求権その他の経済的

利益を受ける権利の価額等がTOKYO PRO Marketに上場している株券より低い株式をいう。）の発行に係る決

議又は決定 

ｆ 議決権の比率が300％を超える第三者割当に係る決議又は決定 

ｇ 株主総会における議決権を失う株主が生じることとなる株式併合その他同等の効果をもたらす行為に係る決

議又は決定 

 

xvi) 全部取得 

甲がTOKYO PRO Marketに上場している株券に係る株式の全部を取得する場合 

 

xvii) 反社会的勢力の関与 

甲が反社会的勢力の関与を受けている事実が判明した場合において、その実態がTOKYO PRO Marketの市場に対

する株主及び投資者の信頼を著しく毀損したと乙が認めるとき 
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xviii)その他 

前各号のほか、公益又は投資者保護のため、乙若しくは東証が上場廃止を適当と認めた場合   このほか、株

主総会の特別決議を経て、当社が東京証券取引所へ「上場廃止申請書」を提出した場合にも上場廃止となりま

す。なお、本発行者情報公表日時点において、J-Adviser契約の解約につながる上記の事象は発生しておりませ

ん。 

 

 

 

５【経営上の重要な契約等】 

(1) フランチャイズ契約 
契約会社名 相手方の 

名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間 
株式会社フロンティア 
ホールディングス 株式会社センチュ

リー21・ジャパン 

日本 不動産店舗の販売促進

及び広告宣伝の方法、戦

術の伝授及び実施段階

における助言 
「センチュリー21 シ

ステム」及び「センチ

ュリー21マーク等」の

非独占的使用権 

契約締結日

から５年間 

株式会社フロンティア 
不動産販売 株式会社センチュ

リー21・ジャパン 

日本 不動産店舗の販売促進

及び広告宣伝の方法、戦

術の伝授及び実施段階

における助言 
「センチュリー21 シ

ステム」及び「センチ

ュリー21マーク等」の

非独占的使用権 

契約締結日

から５年間 

式会社フロンティア 
住宅販売 株式会社センチュ

リー21・ジャパン 

日本 不動産店舗の販売促進

及び広告宣伝の方法、戦

術の伝授及び実施段階

における助言 
「センチュリー21 シ

ステム」及び「センチ

ュリー21マーク等」の

非独占的使用権 

契約締結日

から５年間 

株式会社フロンティア 
ホーム 株式会社センチュ

リー21・ジャパン 

日本 不動産店舗の販売促進

及び広告宣伝の方法、戦

術の伝授及び実施段階

における助言 
「センチュリー21 シ

ステム」及び「センチ

ュリー21マーク等」の

非独占的使用権 

契約締結日

から５年間 

株式会社ハウスサポー

ト 株式会社センチュ

リー21・ジャパン 

日本 不動産店舗の販売促進

及び広告宣伝の方法、戦

術の伝授及び実施段階

における助言 
「センチュリー21 シ

ステム」及び「センチ

ュリー21マーク等」の

非独占的使用権 

契約締結日

から５年間 

  
(2) 合併契約 

  「第６経理の状況 １．連結財務諸表等 （１）連結財務諸表 注記事項 後発事象関係」に記載のとおりです。    
６【研究開発活動】 

該当事項はありません。   
  



 

22  

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、本発行者情報公表日現在において当社グループが判断したものです。 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されておりま

す。この連結財務諸表の作成にあたって、経営者により、一定の会計基準の範囲内で、かつ、合理的と考えられる見

積りが行われている部分があり、資産・負債、収益・費用の金額に反映されております。これらの見積りについて

は、過去の実績等を勘案し合理的に判断しておりますが、見積りには不確実性が伴うため、実際の結果はこれらの見

積りと異なる場合があります。 

詳細につきましては、「第６ 経理の状況 １ 連結財務諸表等（1）連結財務諸表 注記事項（連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項）」に記載のとおりであります。 

 

(2) 財政状態の分析 

（資産の部） 

 当期連結会計期間末における総資産は40億55百万円となり、前連結会計年度末と比べて２億76百万円増加しました。

流動資産は、仕掛販売用不動産の増加等により、前連結会計年度と比べて２億27百万円増加の36億66百万円となりまし

た。固定資産は、繰延税金資産の増加等により、前連結会計年度末に比べて48百万円増加の３億88百万円となりまし

た。 

（負債の部） 

 当期連結会計期間末における負債は20億81百万円となり、前連結会計年度末に比べて２億90百万円減少しました。流

動負債は、１年内返済予定の長期借入金により、前連結会計年度末に比べて23百万円減少の14億52百万円となりまし

た。固定負債は、長期借入金の減少等により、前連結会計年度末に比べて２億67百万円減少の６億28百万円となりまし

た。 

（純資産の部） 

 当期連結会計期間末における純資産は、繰越利益剰余金の増加等により、前連結会計年度末に比べて５億66百万円増

加し、19億73百万円となりました。 

 

(3）経営成績の分析 

「１ 業績等の概要 （１）業績」をご参照ください。 

 

(4）経営成績に重要な影響を与える要因について 

「４ 事業等のリスク」をご参照ください。 

 

(5）キャッシュ・フローの状況 

「１ 業績等の概要 （２）キャッシュ・フローの状況」をご参照ください。 

 

(6) 運転資本 

上場予定日（2022年９月14日）から12か月間の運転資本は、自己資金及び借入れによる資金調達が可能であること

から十分であると認識しております。 

 

(7) 経営者の問題意識と今後の方針について 

「３ 対処すべき課題」をご参照ください。   
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第４【設備の状況】 
 

１【設備投資等の概要】 

当連結会計年度において重要な設備投資はありません。 

なお、当連結会計年度において、重要な設備の除却、売却等はありません。   
２【主要な設備の状況】 

(1) 発行者 

該当事項はありません。 

 

(2) 国内子会社 

2021年12月31日現在 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

セグメン
トの名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(千円) 
従業員数 
(名) 建物及び 

構築物 
工具、器具 
及び備品 

土地 合計 

株式会社フロン
ティア都市開発 

大阪府守口市南寺
方東通 2丁目 11-1 

戸建住宅
事業 

事務所 75,282 157 61,486 136,927 5（0） 

 

(3) 在外子会社 

該当事項はありません。 

 

 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設 

  該当事項はありません。 

 

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 
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第５【発行者の状況】 
 

１【株式等の状況】  
(1)【株式の総数等】 

記名・無記

名の別、額

面・無額面

の 別 及 び

種類 

発行可能 

株式総数 

（株） 

未発行 

株式数 

（株） 

連結会計年度末 

現在発行数 

（株） 

（2021年12月31日） 

公表日現在 

発行数 

（株） 

（2022年８月24日） 

上場金融

商品取引

所名又は

登録認可

金融商品

取引業協

会名 

内容 

普通株式 10,000,000 7,045,000 2,955,000 2,955,000 非上場 

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式であり、単

元株式数は

100株であり

ます。 

計 10,000,000 7,045,000 2,955,000 2,955,000 － － 

（注）１．2021年11月18日開催の取締役会決議により、2021年12月29日付で定款の変更が行われ、発行可能株式総数は

9,990,000株増加し、10,000,000株となっております。 

２．2021年11月18日開催の取締役会決議により、2021年12月29日付で普通株式１株につき1,000株の株式分割を行

っており、これにより発行済株式総数は2,952,045株増加し、2,955,000株となっております。 

３．2022年６月29日開催の臨時株主総会決議により、定款の変更が行われ、同日付で１単元を100株とする単元株制

度を採用しております。 

 

(2)【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

 

(3)【ＭＳＣＢ等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

 

(4)【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

 

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 

発行済株式 

総数増減数 

（株） 

発行済株式 

総数残高 

（株） 

資本金増減額 

（千円） 

資本金残高 

（千円） 

資本準備金 

増減額 

（千円） 

資本準備金 

残高 

（千円） 

2021年12月29日 2,952,045 2,955,000 － 100,000 － 229,800 

（注）株式分割（１：1,000）によるものであります。  



 

25  

(6)【所有者別状況】 

2022年７月31日現在 

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満

株式の状

況（株） 

政府及び

地方公共

団体 

金融機関 
金融商品

取引業者 

その他の

法人 

外国法人等 
個人 

その他 
計 

個人以外 個人 

株主数 

（人） 
－ － － 1 － － 2 3 － 

所有株式数

（単元） 
－ － － 23,640 － － 5,910 29,550 － 

所有株式数

の割合

（％） 

－ － － 80.00 － － 20.00 100.00 － 

（注）１．2021年11月18日開催の取締役会決議により、2021年12月29日付で普通株式１株につき1,000株の株式分割を行っ

ており、これにより発行済株式総数は2,952,045株増加し、2,955,000株となっております。 

２．2022年６月29日開催の臨時株主総会決議により、定款の変更が行われ、同日付で１単元を100株とする単元株制

度を採用しております。 

 

(7)【大株主の状況】 

「第三部 株式公開情報 第３ 株主の状況」に記載のとおりであります。 

 

(8)【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

2022年７月31日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式    

2,955,000 
29,550 

権利内容に何ら限定のな

い、当社株式であり、単元

株式数は100株であります。 

単元未満株式  － － 

発行済株式総数 2,955,000 29,550 － 

総株主の議決権 －  － 

（注）１．2021年11月18日開催の取締役会決議により、2021年12月29日付で普通株式１株につき1,000株の株式分割を行っ

ており、これにより発行済株式総数は2,952,045株増加し、2,955,000株となっております。 

２．2022年６月29日開催の臨時株主総会決議により、定款の変更が行われ、同日付で１単元を100株とする単元株制

度を採用しております。 

 

②【自己株式等】 

該当事項はありません。 

 

(9)【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

 

２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】該当事項はありません。 

(1)【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

 



 

26  

(2)【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

 

(3)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

 

(4)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

該当事項はありません。 

 

 

３【配当政策】 

当社は、株主への利益還元を経営の重要施策の一つと認識しており、経営環境や業績の状況、財務体質を勘案

し、継続的かつ安定的に配当を実施することを基本方針としております。 

  当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことができる旨を定款に定めております。これら

の配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

 

 

４【株価の推移】 

当社株式は非上場であるため、該当事項はありません。 
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５【役員の状況】 

男性６名 女性０名 （役員のうち女性の比率 ０％） 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 報酬 
所有株式

数(株) 

代表 

取締役 
社長 中西栄仁 

1967年 

８月８日 

1986年４月 

1989年４月 

1994年11月 

2005年10月 

2007年10月 

 

トヨタカローラ新大阪株式会社 入社 

三井生命保険相互会社 入社 

株式会社川島工務店 入社 

高橋住建株式会社 入社  

株式会社フロンティア不動産販売 門真店（現 

当社） 代表取締役就任 (現任) 

(注) 

１ 

(注) 

３ 

1,955,800 

（注）４ 

専務 

取締役 

営業 

本部長 
中西洋行 

1965年 

８月１日 

1984年４月 

1990年５月 

1997年６月 

2001年５月 

2007年10月 

 

2021年１月 

住特セラミック株式会社 入社 

加藤金属興業株式会社 入社 

株式会社野村工務店 入社  

富士工務店株式会社 入社 

株式会社フロンティア不動産販売 門真店（現 

当社） 入社 

当社 専務取締役就任（現任） 

(注) 

１ 

(注) 

３ 
－ 

常務 

取締役 
－ 河内春輝 

1981年 

５月27日 

1997年４月 

2001年７月 

2004年９月 

2006年11月 

2009年２月 

 

2020年１月 

 

2021年１月 

株式会社ケーツー 入社 

有限会社コジマ金属 入社 

株式会社富士工務店 入社 

有限会社三和ホームサービス 入社 

株式会社フロンティア不動産販売 門真店（現 

当社） 入社 

株式会社フロンティアホーム（現 株式会社フロ

ンティア都市開発） 代表取締役就任（現任） 

当社 取締役就任（現任） 

(注) 

１ 

(注) 

３ 
－ 

常務 

取締役 
－ 西島大輔 

1973年 

９月19日 

1992年４月 

1994年４月 

1998年３月 

2006年９月 

2011年３月 

 

2020年１月 

 

2021年１月 

有限会社阿波組 入社 

有限会社アドバンス 入社 

ファイン技研株式会社 入社 

株式会社ジョブニティ 入社 

株式会社フロンティア不動産販売 門真店（現 

当社） 入社 

株式会社フロンティア建築工房 代表取締役就任

（現任） 

当社 取締役就任（現任） 

(注) 

１ 

(注) 

３ 
－ 

取締役 
管理 

部長 
矢野佑樹 

1985年 

12月26日 

2009年４月 

2017年１月 

2018年３月 

2021年１月 

有限責任あずさ監査法人 入社  

ダイキン工業株式会社 入社 

矢野会計事務所 設立（現任） 

当社 取締役就任（現任） 

(注)

１ 

(注)

３ 
－ 

監査役 － 大塚正和 
1971年 

５月31日 

1990年４月 

1990年12月 

1994年１月 

1996年３月 

2000年１月 

2006年６月 

2008年２月 

2021年１月  

ベリョースカ株式会社 入社 

株式会社パブリカ 入社 

株式会社スクラム 入社 

株式会社トーコー 入社 

富士工務店株式会社 入社 

株式会社タマホーム 入社 

当社 入社 

当社 監査役就任（現任） 

(注) 

２ 

(注)

３ 
－ 

計 1,955,800 

１．取締役の任期は、2022年６月29日開催の臨時株主総会終結の時から、２年以内に終了する事業年度のう

ち最終のものに関する定時株主総会終結の時までであります。 

２．監査役の任期は、2022年６月29日開催の臨時株主総会終結の時から、４年以内に終了する事業年度のう

ち最終のものに関する定時株主総会終結の時までであります。 

３．2021年12月期における役員報酬の総額については、「６【コーポレート・ガバナンスの状況等】(1)【

コーポレート・ガバナンスの状況】④役員の報酬等」に記載のとおりであります。 

４．代表取締役社長中西栄仁の所有株式数は、資産管理会社である㈱中西アセットマネジメントが所有する

株式数を含んだ実質所有株式数を記載しております。 

５．専務取締役 中西洋行は、代表取締役 中西栄仁の兄であります。 
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】 

(1)【コーポレート・ガバナンスの状況】 

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社グループは、法令遵守と経営の透明性の確保が重要であると認識しております。このような認識に基づき、コー

ポレート・ガバナンスを、法令遵守と経営の透明性確保と経営理念の実現を両立させるための仕組みと位置づけ、経営

環境の変化に対応する機動的な経営判断及び監督機能の実現を意識した組織体制の構築に努めてまいります。 

 

② 会社の機関の内容及びコーポレート・ガバナンス体制について 

  当社のコーポレート・ガバナンス体制は、次のとおりであります。 

 

(a) 取締役会・役員体制 

当社取締役会は、５名の取締役により構成されております。代表取締役社長を議長とし、迅速かつ的確な経営判

断を行うため、定例取締役会を毎月１回開催し、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。取締役会は、法

令で定められた事項のほか、経営に関する重要事項について、審議・決定しております。代表取締役社長及び各取

締役は、会社の業務執行状況を取締役会に報告するものとしており、これをもとに、取締役会は代表取締役社長及

び各取締役の業務執行を監督しております。 

(b) 監査役 

当社は監査役制度を採用しており、監査役を１名置いております。監査役は監査役規程に基づき、取締役の業務

執行状況を監査しております。また、監査役は取締役会に出席し、取締役の職務の執行状況を監視するとともに、

適宜必要な意見を述べております。 
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(c)  会計監査 

当社グループは、監査法人コスモスと監査契約を締結し、独立した立場から「特定上場有価証券に関する有価証

券上場規程の特例」第 110条第５項の規定に基づき監査を受けております。なお、2021年 12月期において監査を

執行した公認会計士は新開智之氏、小室豊和氏であり、いずれも継続監査年数は７年以内であります。また、当該

監査業務にかかる補助者は公認会計士４名、その他６名であります。 

 

③ 内部統制システムの整備の状況 

当社グループは、職務権限規程の遵守により、業務を合理的に分担することで、特定の組織並びに特定の担当者に業

務や権限が集中することを回避し、内部牽制機能が適切に働くよう努めております。 

 

④ 内部監査及び監査役監査の状況 

当社の内部監査は、管理部が主管部門として、内部監査担当者１名が業務を監査しております。次に管理部の監査は、

管理部以外の部門が実施しており、相互に牽制する体制をとっております。各部門の監査結果並びに改善点につきまし

ては、内部監査担当者より、代表取締役社長に対して内部監査報告書並びに改善状況報告書を提出する体制をとってお

ります。 
監査役は、取締役会への出席、稟議書等重要な文書の閲覧、必要に応じ取締役及び使用人に対して事業に関する報告

を求めること等を通じて、取締役の意思決定プロセスや業務執行状況の把握に努め、取締役の職務執行の適法性を監視

しております。 
また、内部監査担当者、監査役及び監査法人は、それぞれの監査計画、監査の進捗状況や監査結果等に関して情報交

換を行い、効果的かつ効率的な監査を実施するよう努めております。 

 

⑤ リスク管理体制の整備の状況 

当社グループのリスク管理体制は、リスク管理の主管部署として管理部が情報の一元化を行っております。また、当

社グループは、企業経営及び日常の業務に関して、必要に応じて弁護士等の複数の専門家から経営判断上の参考とする

ためのアドバイスを受ける体制をとっております。 

 

⑥ 社外取締役及び社外監査役 

当社では、社外取締役及び社外監査役の選任は行っておりません。当社グループでは、ホールディングス制度を採用

しており、業務を執行する事業会社（各グループ会社）とその経営の監督を行う当社により構成されております。各グ

ループ会社は、取締役会非設置会社となっており、各グループ会社における重要事項に関する意思決定や業務執行に関

する監督は、明確に分離しております。今後、さらなるガバナンス体制の構築のため、必要に応じ社外役員の選任を行

うことについて、当社グループの経営課題として検討してまいります。 

 

⑦ 役員の報酬等 

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数 

役員区分 
報酬等の総額 

（千円） 

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる 

役員の員数 

（人） 基本報酬 賞与 
ストック 

オプション 

取締役（社外役員を除く） 100,080 100,080 － － 5 

監査役（社外役員を除く） 10,080 10,080 － － 1 

社外役員 － － － － －  
ロ．役員の報酬額又はその算定方法の決定に関する方針 
当社は役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針は定めておりません。 

 

⑧ 取締役及び監査役の定数 

当社の取締役は３名以上、監査役は１名以上とする旨を定款に定めております。 

 

⑨ 取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出
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席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累積投票によらない

ものとする旨定款に定めております。 

 

⑩ 株主総会の特別決議要件 

当社は、株主総会の円滑な運営のため、会社法 309条２項に定める特別決議要件について、議決権を行使することが

できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって決議を行う旨を定款で

定めております。 

 

⑪ 自己の株式の取得 

当社は、会社法第 165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することができる旨を定

款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、市場取引等によ

り自己の株式を取得することを目的とするものであります。 

 

⑫ 中間配当の決定機関 

当社では、取締役会決議によって、毎年６月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨を定款に定めており

ます。これは、株主への利益配分の機会を充実させるためであります。 

 

⑬ 取締役及び監査役の責任免除 

当社は、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できる環境を整備するため、会社法第426条第１項の規定

により、任務を怠った取締役（取締役であったものを含む。）及び監査役（監査役であったものを含む。）の損害賠償責

任を法令の限度において、取締役会の決議によって免除できる旨を定款に定めております。 

 

⑭ 株式の保有状況 

該当事項はありません。 

 

(2)【監査報酬の内容等】 

①【監査法人に対する報酬の内容】 

区分 

最近連結会計年度 

監査証明業務に 

基づく報酬（千円） 

非監査業務に 

基づく報酬（千円） 

発行者 8,700 － 

連結子会社 － － 

計 8,700 － 

 

②【その他重要な報酬の内容】 

該当事項はありません。 

 

③【監査法人の発行者に対する非監査業務の内容】 

該当事項はありません。 

 

④【監査報酬の決定方針】 

監査報酬の決定方針はありませんが、当社の規模及び特性、監査日数等の諸要素を勘案して検討し、監査役の同

意を得た上で決定しております。 
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第６【経理の状況】 
１．連結財務諸表の作成方法について 

(1)当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号）に基づいて作成しております。 

 

(2)当社の連結財務諸表は、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例」

第110条第６項で認められた会計基準のうち、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して作成しております。  
２．監査証明について 

当社は、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例」第110条第５項の

規定に基づき、当連結会計年度（2021年１月１日から2021年12月31日まで）の連結財務諸表について、監査法

人コスモスの監査を受けております。  
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１ 【連結財務諸表等】 
(1) 【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

 

  (単位：千円) 

 
前連結会計年度 
(2020年12月31日) 

当連結会計年度 
(2021年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,306,585 ※２ 1,021,263 

売掛金 60,746 115,406 

商品及び製品 6,471 21,128 

販売用不動産 ※２ 650,162 ※２ 803,625 

仕掛販売用不動産 ※２ 1,259,775 ※２ 1,534,933 

未成工事支出金 16,380 31,206 

  その他 139,090 138,825 

  流動資産合計 3,439,213 3,666,389 

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） ※２ 130,466 ※２ 141,345 

   機械装置及び運搬具（純額） 16,490 9,217 

   工具、器具及び備品（純額） 2,836 1,842 

   土地 61,486 61,486 

   リース資産（純額） 11,482 5,395 

   建設仮勘定 2,000 426 

   有形固定資産合計 ※１ 224,761 ※１ 219,713 

  無形固定資産   

   ソフトウエア 11,635 15,951 

   その他 4,974 － 

無形固定資産合計 16,609 15,951 

  投資その他の資産   

   繰延税金資産 54,653 87,187 

   その他 44,000 66,057 

   投資その他の資産合計 98,654 153,244 

  固定資産合計 340,025 388,909 

 資産合計 3,779,239 4,055,299 
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  (単位：千円) 

 
前連結会計年度 
(2020年12月31日) 

当連結会計年度 
(2021年12月31日) 

負債の部   

 流動負債   

買掛金 98,202 181,331 

短期借入金  ※２ 244,360 ※２ 426,700 

１年内返済予定の長期借入金 ※２ 697,216 ※２ 175,130 

リース債務 6,413 2,043 

未払法人税等 125,501 245,320 

賞与引当金 78,061 110,121 

  その他 226,259 312,347 

流動負債合計 1,476,014 1,452,995 

 固定負債   

  長期借入金 ※２ 881,037 ※２ 612,407 

  リース債務 6,188 4,045 

  資産除去債務 8,774 11,719 

  繰延税金負債 － 666 

  固定負債合計 896,000 628,838 

 負債合計 2,372,014 2,081,833 

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 100,000 100,000 

  資本剰余金 229,800 229,800 

  利益剰余金 1,077,424 1,643,665 

  株主資本合計 1,407,224 1,973,465 

 純資産合計 1,407,224 1,973,465 

負債純資産合計 3,779,239 4,055,299 
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】 

【連結損益計算書】 

  (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 2020年１月１日 
  至 2020年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 2021年１月１日 
至 2021年12月31日) 

 売上高 4,497,799 5,868,919 

 売上原価 ※１ 2,639,687 ※１ 3,308,068 

 売上総利益 1,858,112 2,560,850 

 販売費及び一般管理費 ※２ 1,323,302 ※２ 1,672,955 

 営業利益 534,809 887,895 

 営業外収益   

  受取利息 9 10 

  受取配当金 2 1 

  助成金収入 7,599 3,377 

  保険解約返戻金 3,306 － 

  解約手付金収入 － 1,200 

  雑収入 1,616 483 

  営業外収益合計 12,534 5,073 

 営業外費用   

  支払利息 37,176 24,811 

  支払保証料 1,207 954 

  雑損失 2,193 2,342 

  営業外費用合計 40,578 28,108 

 経常利益 506,765 864,860 

 特別利益   

  固定資産売却益 ※３ 46,099 － 

  特別利益合計 46,099 － 

 特別損失   

  固定資産除売却損 ※４ 2,573 － 

  特別利益合計 2,573 － 

 税金等調整前当期純利益 550,291 864,860 

 法人税、住民税及び事業税 154,441 330,486 

 法人税等調整額 △23,328 △31,867 

 法人税等合計 131,113 298,619 

 当期純利益 419,178 566,240 

 親会社株主に帰属する当期純利益 419,178 566,240 

 非支配株主に帰属する当期純利益 － － 
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【連結包括利益計算書】 

  (単位：千円) 

 

前連結会計年度 
(自 2020年１月１日 
至 2020年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 2021年１月１日 
至 2021年12月31日) 

 当期純利益 419,178 566,240 

 包括利益 419,178 566,240 

  (内訳)   

  親会社株主に係る包括利益 419,178 566,240 

  非支配株主に係る包括利益 － － 
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③【連結株主資本等変動計算書】 

前連結会計年度(自 2020年１月１日 至 2020年12月31日) 

     (単位：千円) 

 
株主資本 

純資産合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

当期首残高 100,000 229,800 658,246 988,046 988,046 

当期変動額      

親会社株主に帰属する 
当期純利益 

  419,178 419,178 419,178 

株主資本以外の項目の 
当期変動額(純額) 

   － － 

当期変動額合計 － － 419,178 419,178 419,178 

当期末残高 100,000 229,800 1,077,424 1,407,224 1,407,224 

 

 

 

当連結会計年度(自 2021年１月１日 至 2021年12月31日) 

     (単位：千円) 

 
株主資本 

純資産合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

当期首残高 100,000 229,800 1,077,424 1,407,224 1,407,224 

当期変動額      

親会社株主に帰属する 
当期純利益 

  566,240 566,240 566,240 

株主資本以外の項目の 
当期変動額(純額) 

   － － 

当期変動額合計 － － 566,240 566,240 566,240 

当期末残高 100,000 229,800 1,643,665 1,973,465 1,973,465 
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 2020年１月１日 
 至 2020年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 2021年１月１日 
至 2021年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 550,291 864,860 

減価償却費 24,604 26,953 

固定資産除却損 2,573 － 

固定資産売却損益（△は益） △46,099 － 

賞与引当金の増減額（△は減少） 14,243 32,059 

受取利息及び受取配当金 △12 △12 

支払利息 37,176 24,811 

売上債権の増減額（△は増加） △60,746 △54,659 

たな卸資産の増減額（△は増加） 218,702 △458,103 

仕入債務の増減額（△は減少） △30,925 83,129 

その他 △2,291 60,809 

小計 707,516 579,849 

利息及び配当金の受取額 12 12 

利息の支払額 △37,644 △24,751 

法人税等の支払額 △135,528 △186,182 

営業活動によるキャッシュ・フロー 534,356 368,928 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △40,000 

定期預金の払戻による収入 69,018 40,000 

有形固定資産の取得による支出 △33,693 △27,632 

有形固定資産の売却による収入 329,124 － 

無形固定資産の取得による支出 △11,201 △8,775 

その他 △8,282 △4,952 

投資活動によるキャッシュ・フロー 344,964 △41,360 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額 △149,516 182,340 

長期借入金の借入による収入 783,600 214,000 

長期借入金の返済による支出 △1,128,107 △1,004,716 

リース債務の返済による支出 △12,902 △4,513 

財務活動によるキャッシュ・フロー △506,926 △612,889 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 372,394 △285,322 

現金及び現金同等物の期首残高 934,191 1,306,585 

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 1,306,585 ※ 1,021,263 
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【注記事項】 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 

１． 連結の範囲に関する事項 

すべての子会社を連結しております。 

連結子会社の数 

12社 

連結子会社の名称 

株式会社フロンティア不動産販売 本店 

株式会社フロンティア不動産販売 南大阪店 

株式会社フロンティア不動産販売 東大阪店 

株式会社フロンティア不動産販売 奈良店 

株式会社フロンティア不動産販売 神戸店 

株式会社フロンティア不動産販売 姫路店 

株式会社フロンティア住宅販売 

株式会社フロンティアホーム 

株式会社ハウスサポート 

株式会社フロンティア都市開発 

株式会社フロンティア建築工房 

利他塾株式会社 

 

２． 持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３． 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

 

４． 会計方針に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  たな卸資産 

販売用不動産、仕掛販売用不動産、未成工事支出金 

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しておりま

す。 

商品及び製品 

先入先出法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）による原価法を採用しており

ます。 

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法

を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物   ３～50年 

機械装置及び運搬具 ２～６年 

工具、器具及び備品 ５～６年 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 
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(3) 重要な引当金の計上基準 

 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度負担額を計上しておりま

す。 

 

(4) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期的投資からなっております。 

 

(5) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

（重要な会計上の見積り） 

 販売用不動産の評価 

  (1)当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額 

（単位：千円） 

 当連結会計年度 

販売用不動産 803,625  

仕掛販売用不動産 1,534,933  

 

  (2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

   ① 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額の算出方法 

    当社グループは、棚卸資産の評価に関する会計基準に従い、収益性の低下により正味売却価額が帳簿価額を下回っ

ているたな卸資産の帳簿価額を、正味売却価額まで切り下げる会計処理を適用しております。なお、正味売却価額は、

予定販売価額から見積追加工事原価及び予定販売経費を控除したものであります。 

   ② 主要な仮定 

    正味売却価額は、過去の販売実績や近隣地域の取引事例、市場動向等を考慮した、物件ごとの事業計画上の予定販

売価格及び見積追加工事原価、予定販売諸経費に基づいて算出しております。 

   ③ 翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響 

    不動産市況などの事業環境の変化により予定販売価格や見積追加工事原価等が影響を受けることで、正味売却価額

が帳簿価額を下回った場合には、評価損計上の処理が追加で必要になる可能性があります。 

 

（未適用の会計基準等） 

 （収益認識に関する会計基準等） 

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29号 2020年３月 31日 企業会計基準委員会） 

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 30 号 2021 年３月 26 日 企業会計基準委員会） 

 

(1) 概要 

収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は次の５つのステップを適用し認識されます。 

ステップ１：顧客との契約を識別する。 

ステップ２：契約における履行義務を識別する。 

ステップ３：取引価格を算定する。 

ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。 

ステップ５：履行義務に充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。 

 

(2) 適用予定日 

2022年 12月期の期首より適用予定であります。 

 

(3) 当該会計基準等の適用による影響 

連結財務諸表に与える影響額については、作成時において評価中であります。 
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 （時価の算定に関する会計基準等） 

・「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30号 2019年７月４日） 

・「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31号 2021年６月 17日） 

・「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 2019年７月４日） 

・「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10号 2019年７月４日） 

・「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 19号 2020年３月 31日） 

  

(1) 概要 

国際的な会計基準の定めとの比較可能性を向上させるため、「時価の算定に関する会計基準」及び「時価の算定に関

する会計基準の適用指針」(以下「時価算定会計基準等」という。)が開発され、時価の算定方法に関するガイダンス等

が定められました。時価算定会計基準等は次の項目の時価に適用されます。 

・「金融商品に関する会計基準」における金融商品 

・「棚卸資産の評価に関する会計基準」におけるトレーディング目的で保有する棚卸資産 

また「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」が改訂され、金融商品の時価のレベルごとの内訳等の注記事項が

定められました。 

  

(2) 適用予定日 

2022年 12月期の期首より適用予定であります。 

  

(3) 当該会計基準等の適用による影響 

連結財務諸表に与える影響額については、作成時において評価中であります。 

 

 

（表示方法の変更） 

 （「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用） 

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第 31 号 2020 年３月 31 日）を当連結会計年度の年度

末に係る連結財務諸表から適用し、連結財務諸表に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。 

ただし、当該注記においては、当該会計基準第 11 項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度

に係る内容については記載しておりません。 

 

 

（追加情報） 

（新型コロナウイルス感染症に関する会計上の見積り）  

 新型コロナウイルス感染症は、経済、及び企業活動に広範囲な影響を与えており、収束時期を合理的に予測するこ

とは現時点では困難であります。当社グループにおいては、当該感染症の影響は翌期以降も一定の影響が残るものの、

業績に与える影響は軽微であるとの仮定のもと、現時点において入手可能な情報に基づき、固定資産の減損や繰延税金

資産の回収可能性等の見積りを行っております。 

 なお、新型コロナウイルス感染症の収束時期は不透明であり、今後状況が変化した場合には、将来における財政状態、

経営成績に影響を及ぼす可能性があります。  
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（連結貸借対照表関係） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

（単位：千円）

 
前連結会計年度 

(自 2020年１月１日 
至 2020年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 2021年１月１日 
至 2021年12月31日) 

有形固定資産の減価償却累計額 91,991 111,367 

 

 

※２ 担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。 

（単位：千円）

 
前連結会計年度 
（2020年12月31日） 

当連結会計年度 
(2021年12月31日) 

定期預金 － 30,000 

販売用不動産 235,447 209,444 

仕掛販売用不動産 850,757 404,700 

建物 53,894 52,695 

計 1,140,099 696,840 

 

（単位：千円）

 
前連結会計年度 
（2020年12月31日） 

当連結会計年度 
(2021年12月31日) 

短期借入金 216,560 426,700 

1年内返済予定の長期借入金 613,756 42,000 

長期借入金 385,727 302,027 

計 1,216,043 770,727 

 

 

（連結損益計算書関係） 

※１ 販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額は、次のとおりであります。 

（単位：千円）

 
前連結会計年度 

(自 2020年１月１日 
至 2020年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 2021年１月１日 
至 2021年12月31日) 

売上原価 5,445 △2,212 

 

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

(自 2020年１月１日 
至 2020年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 2021年１月１日 
至 2021年12月31日) 

給料手当 300,731 394,952 

広告宣伝費 314,243 386,320 

賞与引当金繰入額 78,061 110,121 
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※３ 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。 

 

前連結会計年度 
(自 2020年１月１日 
 至 2020年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 2021年１月１日 
 至 2021年12月31日) 

建物及び構築物 46,052 － 

機械装置及び運搬具 46 － 

計 46,099 － 

 

 

※４ 固定資産除売却損の内容は、次のとおりであります。 

 

前連結会計年度 
(自 2020年１月１日 
 至 2020年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 2021年１月１日 
 至 2021年12月31日) 

建物及び構築物 2,573 － 

機械装置及び運搬具 0 － 

計 2,573 － 

 

 

（連結株主資本等変動計算書関係） 

前連結会計年度(自 2020年１月１日 至 2020年12月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 2,955 － － 2,955 

 

２ 自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

４ 配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 

 

当連結会計年度(自 2021年１月１日 至 2021年12月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 2,955 2,952,045 － 2,955,000 

（変動事由の概要） 

株式分割による増加 2,952,045株 

 

２ 自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

４ 配当に関する事項 

該当事項はありません。 
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高は、連結貸借対照表に掲記されている現金及び預金残高と一致しております。 

 

 

（リース取引関係） 

１ ファイナンス・リース取引 

（借主側） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

1. リース資産の内容 

主として、カラー複合機であります。 

2. リース資産の減価償却の方法 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項 (2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法」に記載のとおりであります。 

 

 

(金融商品関係) 

１ 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産で行い、また資金調達については主に銀行等金

融機関からの借入れにより行っております。 

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日であります。借入金は、主に運転資金・設備投資に必要な資金の調達

を目的としたものであり、償還日及び返済日は決算日後、最長で６年２か月後であります。変動金利の借入金は、金利

の変動リスクに晒されております。また、営業債務や借入金等は、流動性リスクに晒されております。 

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理 

営業債権については、担当者が所定の手続きに従い、債権回収状況について定期的にモニタリングを行い、支払遅延

の早期把握や回収リスクの軽減を図っております。 

② 市場リスク（金利の変動リスク）の管理 

借入金等については、市場金利の動向を継続的に把握することにより、金利の変動リスクを管理しております。 

③ 流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理 

営業債務及び借入金等については、月次単位での支払予定を把握するとともに、手許流動性の維持などにより流動性

リスクを管理しております。 

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれてお

ります。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価

額が変動することもあります。 
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２ 金融商品の時価等に関する事項 

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

 

前連結会計年度（2020年12月31日） 

 
連結貸借対照表計上額 

(千円) 
時価 

(千円) 
差額 

(千円) 

(1) 現金及び預金 1,306,585 1,306,585 － 

(2) 売掛金 60,746 60,746 － 

資産計 1,367,332 1,367,332 － 

(1) 買掛金 98,202 98,202 － 

(2) 短期借入金 244,360 244,360 － 

(3) 長期借入金（１年内返済予定を含む） 1,578,253 1,582,060 3,807 

負債計 1,920,815 1,924,622 3,807 

 

当連結会計年度（2021年12月31日） 

 
連結貸借対照表計上額 

(千円) 
時価 

(千円) 
差額 

(千円) 

(1) 現金及び預金 1,021,263 1,021,263 － 

(2) 売掛金 115,406 115,406 － 

資産計 1,136,670 1,136,670 － 

(1) 買掛金 181,331 181,331 － 

(2) 短期借入金 426,700 426,700 － 

(3) 長期借入金（１年内返済予定を含む） 787,537 788,064 527 

負債計 1,395,568 1,396,096 527 

 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資  産 

(1) 現金及び預金、 (2) 売掛金 

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

 

負  債 

(1) 買掛金、 (2) 短期借入金 

これらはすべて短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。 

 

(3) 長期借入金（１年内返済予定を含む） 

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する

方法によっております。長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態

は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によってお

ります。 

 

(注２) 金銭債権の連結決算日後の償還予定額 

 前連結会計年度（2020年 12月 31日） 

 
１年以内 

(千円) 

１年超 

５年以内 

(千円) 

５年超 

10年以内 

(千円) 

10年超 

(千円) 

現金及び預金 1,306,585 － － － 

売掛金 60,746 － － － 

合計 1,367,332 － － － 
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 当連結会計年度（2021年 12月 31日） 

 
１年以内 

(千円) 

１年超 

５年以内 

(千円) 

５年超 

10年以内 

(千円) 

10年超 

(千円) 

現金及び預金 1,021,263 － － － 

売掛金 115,406 － － － 

合計 1,136,670 － － － 

  

(注３)短期借入金及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

前連結会計年度（2020年 12月 31日） 

 
１年以内 

(千円) 

１年超 

２年以内 

(千円) 

２年超 

３年以内 

(千円) 

３年超 

４年以内 

(千円) 

４年超 

５年以内 

(千円) 

５年超 

(千円) 

短期借入金 244,360 － － － － － 

長期借入金 697,216 368,290 196,348 92,116 85,665 138,618 

合計 941,576 368,290 196,348 92,116 85,665 138,618 

  

当連結会計年度（2021年 12月 31日） 

 
１年以内 

(千円) 

１年超 

２年以内 

(千円) 

２年超 

３年以内 

(千円) 

３年超 

４年以内 

(千円) 

４年超 

５年以内 

(千円) 

５年超 

(千円) 

短期借入金 426,700 － － － － － 

長期借入金 175,130 319,088 69,856 63,405 24,888 135,170 

合計 601,830 319,088 69,856 63,405 24,888 135,170 

 

 

(税効果会計関係) 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

 
前連結会計年度 

(2020年 12月 31日) 
 当連結会計年度 

(2021年12月31日) 
 

繰延税金資産     

 未払事業税 10,674 千円 21,832 千円 

 賞与引当金 26,215  38,043  

 未払社会保険料 3,108  5,516  

 販売用不動産評価損 2,834  5,874  

 税務上の繰越欠損金（注） 34,392  44,303  

 その他 5,602  4,326  

繰延税金資産小計 82,826  119,896  

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注） △14,577  △21,230  

 将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △1,770  △2,764  

評価性引当額小計 △16,348  △23,994  

繰延税金資産合計 66,478  95,902  

繰延税金負債     

 未収事業税 2,953  －  

 資産除去債務に対応する除去費用 2,570  3,268  

 その他 6,299  6,113  

繰延税金負債合計 11,824  9,381  

繰延税金資産純額 54,653  86,520  
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（注）税務上の繰越欠損金及び繰延税金資産の繰越期限別の金額 

 
１年以内 

（千円） 

１年超 

２年以内 

（千円） 

２年超 

３年以内 

（千円） 

３年超 

４年以内 

（千円） 

４年超 

５年以内 

（千円） 

５年超 

（千円） 

合計 

（千円） 

税務上の繰越欠損金(a) － － － － － 44,303 44,303 

評価性引当額 － － － － － 21,230 21,230 

繰延税金資産 － － － － － 23,072 23,072 

(a) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。 

(b) 税務上の繰越欠損金 44,303千円（法定実効税率を乗じた額）について、繰延税金資産 23,072千円を計上しております。

当該繰延税金資産を計上した税務上の繰越欠損金は、将来の課税所得の見込みにより、回収可能と判断しております。 

 

 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要

な項目別の内訳 

 
 前連結会計年度 
 (2020年12月31日) 

 当連結会計年度 
 (2021年12月31日) 

法定実効税率 34.6％ 
法定実効税率と税効果

会計適用後の法人税等の

負担率との間の差異が法

定実効税率の 100分の５

以下であるため注記を省

略しております。 

 

（調整）  

住民税均等割 0.3  

評価性引当額の増減 △9.3  

軽減税率適用による影響額 △1.2  

その他 △0.6  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 23.8  

 

 

 

（資産除去債務関係） 
資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの 

(1) 当該資産除去債務の概要 

グループ会社の店舗建物及び看板の不動産賃貸契約に伴う原状回復義務等であります。 

 

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を取得から 15～22 年と見積り、割引計算による金額の重要性が乏しいことから、割引前の見積額を

使用して資産除去債務の金額を算定しております。 

 

(3) 当該資産除去債務の総額の増減 

 
前連結会計年度 

(自 2020年１月１日 
 至 2020年12月31日) 

 当連結会計年度 
(自 2021年１月１日 

 至 2021年12月31日) 

 

期首残高 5,585 千円 8,774 千円 

有形固定資産の取得に伴う増加額 3,188  2,945  

期末残高 8,774  11,719  

  



 

47  

 (セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

１ 報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社グループは、サービス別の事業部を置き、事業部ごとに取り扱うサービスについて事業活動を行っております。当

社グループは、事業部を基礎としたセグメントから構成されており、「不動産仲介事業」、「リフォーム事業」及び「戸建住

宅事業」の３つを報告セグメントとしております。 

「不動産仲介事業」は、主に不動産売買仲介を行っております。「リフォーム事業」は、主にリフォーム及び中古不動産

の買取再販を行っております。「戸建住宅事業」は、戸建住宅の分譲販売を行っております。 

 

２ 報告セグメントごとの売上高、利益、資産その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表を作成するために採用される会計方針に準拠した方

法であります。  

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

セグメント間の内部売上高又は振替高は市場実勢価格に基づいております。 

 

３ 報告セグメントごとの売上高、利益、資産その他の項目の金額に関する情報 

 

前連結会計年度（自 2020年１月１日 至 2020年12月31日） 

  （単位：千円） 

 

報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 

（注）２ 

連結財務諸

表計上額 

（注）３ 
不動産仲介

事業 

リフォーム

事業 

戸建住宅 

事業 
計 

売上高         

 外部顧客への売上高 1,166,619 698,274 2,512,908 4,377,802 119,997 4,497,799 － 4,497,799 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
135,601 － － 135,601 4,200 139,801 △139,801 － 

計 1,302,220 698,274 2,512,908 4,513,404 124,197 4,637,601 △139,801 4,497,799 

セグメント利益 161,665 113,735 208,029 483,430 49,315 532,745 2,064 534,809 

セグメント資産 523,506 212,328 2,851,358 3,587,193 48,527 3,635,721 143,518 3,779,239 

その他の項目         

 減価償却費 10,361 132 10,790 21,284 － 21,284 3,319 24,604 

 有形固定資産及び

無形固定資産の増

加額 

26,408 398 4,688 31,495 － 31,495 15,125 46,621 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、保険代理店事業等を含んでおります。 

 ２．調整額は以下のとおりであります。 

(1) セグメント利益の調整額2,064千円は、グループ会社からの経営指導料等752,766千円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△750,701千円によるものであります。 

(2) セグメント資産の調整額143,518千円は、セグメント間取引消去△165,419千円、各報告セグメントに配分して

いない全社資産308,937千円等であります。 

 ３．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。 
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当連結会計年度（自 2021年１月１日 至 2021年12月31日） 

   (単位：千円) 

 

報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 

（注）２ 

連結財務諸表計

上額 

（注）３ 
不動産仲介 
事業 

リフォーム 
事業 

戸建住宅 

事業 
計 

売上高         

外部顧客への売上高 1,567,704 1,155,805 2,901,111 5,624,621 244,298 5,868,919 － 5,868,919 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
213,702 － － 213,702 27,499 241,202 △241,202 － 

計 1,781,407 1,155,805 2,901,111 5,838,323 271,797 6,110,121 △241,202 5,868,919 

セグメント利益 225,006 254,381 243,120 722,508 120,130 842,639 45,255 887,895 

セグメント資産 383,176 1,186,418 2,297,268 3,866,863 50,095 3,916,958 138,340 4,055,299 

その他の項目         

減価償却費 9,728 438 9,390 19,558 340 19,899 7,054 26,953 

有形固定資産及び 

無形固定資産の増

加額 

23,170 1,550 1,090 25,811 6,232 32,044 3,863 35,907 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、保険代理店事業等を含んでおります。 

 ２．調整額は以下のとおりであります。 

(1) セグメント利益の調整額45,255千円は、グループ会社からの経営指導料等1,027,035千円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△981,780千円によるものであります。 

(2) セグメント資産の調整額138,340千円は、セグメント間取引消去△146,976千円、各報告セグメントに配分して

いない全社資産285,316千円等であります。 

 ３．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

 

  



 

49  

【関連情報】 

前連結会計年度（自 2020年１月１日 至 2020年12月31日） 

１ 製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

 

２ 地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

 

(2) 有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

 

３ 主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の 10％を占める相手がいないため、記載はありません。 

 

 

当連結会計年度（自 2021年１月１日 至 2021年12月31日） 

１ 製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

 

２ 地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

 

(2) 有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

 

３ 主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の 10％を占める相手がいないため、記載はありません。 

 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

前連結会計年度（自 2020年１月１日 至 2020年12月31日） 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自 2021年１月１日 至 2021年12月31日） 

該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

前連結会計年度（自 2020年１月１日 至 2020年12月31日） 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自 2021年１月１日 至 2021年12月31日） 

該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

前連結会計年度（自 2020年１月１日 至 2020年12月31日） 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自 2021年１月１日 至 2021年12月31日） 

該当事項はありません。  
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【関連当事者情報】 

前連結会計年度(自 2020年１月１日 至 2020年12月31日) 

１ 関連当事者との取引 

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

該当事項はありません。 

 

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

種類 
会社等の名称 

又は氏名 
所在地 

資本金又 

は出資金 

(千円) 

事業の内容 

又は職業 

議決権等 

の所有 

(被所有) 

割合(％) 

関連当事者 

との関係 

取引の内容 

(注)１ 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

役員 中西栄仁 － － 
当社代表取締役 

社長 

（被所有） 

直接10.2 

間接56.0 

債務被保証 

銀行借入に

対する債務

被保証 

（注）２ 

1,663,613 － － 

役員 西島大輔 － － 
当社取締役 

子会社代表取締役 
－ 債務被保証 

銀行借入に

対する債務

被保証 

（注）２ 

48,000 － － 

役員 河内春輝 － － 
当社取締役 

子会社代表取締役 
－ 債務被保証 

銀行借入に

対する債務

被保証 

（注）２ 

11,000 － － 

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておりません。 

２．銀行借入に対して債務保証を受けておりますが、保証料の支払いは行っておりません。取引金額には、被保証債

務の当連結会計年度末残高を記載しております。なお、上場申請日（2022年８月24日）現在、解消しております。 

 

 

当連結会計年度(自 2021年１月１日 至 2021年12月31日) 

１ 関連当事者との取引 

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

該当事項はありません。 

 

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

種類 
会社等の名称 

又は氏名 
所在地 

資本金又 

は出資金 

(千円) 

事業の内容 

又は職業 

議決権等 

の所有 

(被所有) 

割合(％) 

関連当事者 

との関係 

取引の内容 

(注)１ 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

役員 中西栄仁 － － 
当社代表取締役 

社長 

（被所有） 

直接10.2 

間接56.0 

債務被保証 

銀行借入に

対する債務

被保証 

896,629 － － 

役員 西島大輔 － － 
当社常務取締役 

子会社代表取締役 
－ 債務被保証 

銀行借入に

対する債務

被保証 

48,000 － － 

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておりません。 

２．銀行借入に対して債務保証を受けておりますが、保証料の支払いは行っておりません。取引金額には、被保証債

務の当連結会計年度末残高を記載しております。なお、上場申請日（2022年８月24日）現在、解消しております。 

  

２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

 

前連結会計年度 

(自 2020年１月１日 

至 2020年 12月 31日) 

当連結会計年度 

(自 2021年１月１日 

 至 2021年12月31日) 

１株当たり純資産額 476円 22銭 667円 84銭 

１株当たり当期純利益 141円 85銭 191円 62銭 

（注）１．当社は、2021年 12月 29日付で普通株式１株につき 1,000株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年

度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しておりま

す。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

前連結会計年度 

(自 2020年１月１日 

至 2020年12月31日) 

当連結会計年度 

(自 2021年１月１日 

 至 2021年12月31日) 

１株当たり当期純利益  

親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 419,178 566,240 

普通株主に帰属しない金額(千円) － － 

普通株式に係る親会社株主に帰属する 

当期純利益(千円) 
419,178 566,240 

普通株式の期中平均株式数(株) 2,955,000 2,955,000 

  

４．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

(2020年12月31日) 

当連結会計年度 

(2021年12月31日) 

純資産の部の合計額(千円) 1,407,224 1,973,465 

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) － － 

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 1,407,224 1,973,465 

１株当たり純資産額の算定に用いられた 

期末の普通株式の数(株) 
2,955,000 2,955,000 
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(重要な後発事象) 

（共通支配下の取引等） 

2022年４月１日に連結子会社８社間において、吸収合併による事業別組織再編を実施いたしました。  
１． 取引の概要 

(１) 株式会社フロンティア不動産販売 本店を吸収合併存続会社とする吸収合併 

① 結合当事企業の名称及びその事業の内容 

ⅰ．吸収合併存続会社 

名称  ：株式会社フロンティアフロンティア不動産販売 本店 

事業内容：不動産仲介事業 

ⅱ．吸収合併消滅会社 

名称  ：株式会社フロンティア不動産販売 南大阪店、株式会社フロンティア不動産販売 神戸店、 

株式会社フロンティア不動産販売 奈良店 

事業内容：不動産仲介事業 

② 企業結合日 

2022年４月１日 

③ 企業結合の法的形式 

株式会社フロンティア不動産販売 南大阪店、株式会社フロンティア不動産販売 神戸店、株式会社フロンティア不

動産販売 奈良店を吸収合併消滅会社、株式会社フロンティア不動産販売 本店を吸収合併存続会社とする吸収合併 

④ 結合後企業の名称 

株式会社フロンティア不動産販売  
(２) 株式会社フロンティア住宅販売を吸収合併存続会社とする吸収合併 

① 結合当事企業の名称及びその事業の内容 

ⅰ．吸収合併存続会社 

名称  ：株式会社フロンティア住宅販売 

事業内容：不動産仲介事業 

ⅱ．吸収合併消滅会社 

名称  ：株式会社フロンティア不動産販売 姫路店 

事業内容：不動産仲介事業 

② 企業結合日 

2022年４月１日 

③ 企業結合の法的形式 

株式会社フロンティア不動産販売 姫路店を吸収合併消滅会社、株式会社フロンティア住宅販売を吸収合併存続会社

とする吸収合併 

④ 結合後企業の名称 

株式会社フロンティア住宅販売  
(３) 株式会社フロンティアホームを吸収合併存続会社とする吸収合併 

① 結合当事企業の名称及びその事業の内容 

ⅰ．吸収合併存続会社 

名称  ：株式会社フロンティアホーム 

事業内容：不動産仲介事業 

ⅱ．吸収合併消滅会社 

名称  ：株式会社フロンティア不動産販売 東大阪店 

事業内容：不動産仲介事業 

② 企業結合日 

2022年４月１日 
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③ 企業結合の法的形式 

株式会社フロンティア不動産販売 東大阪店を吸収合併消滅会社、株式会社フロンティアホームを吸収合併存続会社と

する吸収合併 

④ 結合後企業の名称 

株式会社フロンティアホーム  
(４) その他取引の概要に関する事項   

当社グループの組織再編の一環として、業務の効率化及び人材・経営資源の集約化を図るものであります。 

 

２．実施する会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第 21号 2019年１月 16日)及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第 10号 2019年１月 16日)に基づき、共通支配下の取引として処理を行う予

定であります。 

 

 

（単元株制度の採用） 

2022年６月29日開催の臨時株主総会の決議に基づき、同日付をもって単元株制度導入に伴う定款変更を行い、単元

株数を100株とする単元株制度を採用しております。 

 

⑤【連結附属明細表】 

【借入金等明細表】 

区分 
当期首残高 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

平均利率 
(％) 

返済期限 

短期借入金 244,360 426,700 1.70% － 

１年以内に返済予定の長期借入金 697,216 175,130 1.40% － 

１年以内に返済予定のリース債務 6,413 2,043 － － 

長期借入金(１年以内に返済予定の
ものを除く) 

881,037 612,407 1.40% 2022年～2032年 

リース債務(１年以内に返済予定の
ものを除く) 

6,188 4,045 － 2024年～2025年 

合計 1,835,215 1,220,326 － － 

(注) １．「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

なお、リース債務については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連結貸借

対照表に計上しているため、「平均利率」を記載しておりません。 

２．長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総額 

区分 
１年超２年以内 

(千円) 
２年超３年以内 

(千円) 
３年超４年以内 

(千円) 
４年超５年以内 

(千円) 

長期借入金 319,088 69,856 63,405 24,888 

リース債務 1,944 1,592 508 － 

 

【資産除去債務明細表】 

明細表に記載すべき事項が連結財務諸表規則第15条の23に規定する注記事項として記載されているため、記載を

省略しております。 

 

（2）【主な資産及び負債の内容】 
連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 
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（3）【その他】 
最近の財政状態及び経営成績の概要 

 2022 年８月 12日開催の取締役会において承認された第 16 期中間連結会計期間（2022 年１月１日から 2022 年

６月 30日まで）の中間連結財務諸表は次のとおりであります。 

 なお、この中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成 11年

大蔵省令第 24号）に基づいて作成しておりますが、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価

証券上場規程の特例」第 128 条第３項の規定に基づく中間監査は未了であり、中間監査報告書は受領しておりま

せん。 
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【中間連結財務諸表】 

①中間連結貸借対照表 
  (単位：千円) 

 
前連結会計年度 
(2021年12月31日) 

当中間連結会計期間 
(2022年６月30日) 

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,021,263 1,060,133 

  売掛金 115,406 166,821 

  商品及び製品 21,128 45,766 

  販売用不動産 803,625 1,384,077 

  仕掛販売用不動産 1,534,933 2,727,101 

  未成工事支出金 31,206 44,957 

  その他 138,825 157,991 

  流動資産合計 3,666,389 5,586,848 

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 141,345 152,257 

   機械装置及び運搬具（純額） 9,217 11,830 

   工具、器具及び備品（純額） 1,842 2,065 

   リ－ス資産（純額） 5,395 4,356 

   土地 61,486 61,486 

   建設仮勘定 426 － 

   有形固定資産合計 219,713 231,996 

  無形固定資産   

   ソフトウエア 15,951 19,503 

   無形固定資産合計 15,951 19,503 

  投資その他の資産   

   繰延税金資産 87,187 86,466 

   その他 66,057 81,132 

   投資その他の資産合計 153,244 167,599 

  固定資産合計 388,909 419,098 

 資産合計 4,055,299 6,005,947 
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  (単位：千円) 

 
前連結会計年度 
(2021年12月31日) 

当中間連結会計期間 
(2022年６月30日) 

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 181,331 286,625 

  短期借入金 426,700 1,367,550 

  １年内返済予定の長期借入金 175,130 294,091 

  リ－ス債務 2,043 1,944 

  未払法人税等 245,320 122,316 

  賞与引当金 110,121 130,962 

  その他 312,347 280,773 

  流動負債合計 1,452,995 2,484,262 

 固定負債   

  長期借入金 612,407 1,290,145 

  リ－ス債務 4,045 3,073 

  資産除去債務 11,719 13,799 

  繰延税金負債 666 5,061 

  固定負債合計 628,838 1,312,078 

 負債合計 2,081,833 3,796,341 

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 100,000 100,000 

  資本剰余金 229,800 229,800 

  繰越利益剰余金 1,643,665 1,879,805 

  株主資本合計 1,973,465 2,209,605 

 純資産合計 1,973,465 2,209,605 

負債純資産合計 4,055,299 6,005,947 
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②中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書  
 (単位：千円) 

 

当中間連結会計期間 
(自 2022年１月１日 
 至 2022年６月30日) 

 売上高 3,283,693 

 売上原価 1,934,393 

 売上総利益 1,349,299 

 販売費及び一般管理費 965,121 

 営業利益 384,178 

 営業外収益  

  受取利息 4 

  受取配当金 1 

  解約手付金収入 2,280 

  消費税差額 3,552 

  雑収入 548 

  営業外収益合計 6,386 

 営業外費用  

  支払利息 19,369 

  支払保証料 645 

  営業外費用合計 20,014 

 経常利益 370,550 

 特別利益  

  固定資産売却益 4 

  特別利益合計 4 

 特別損失  

  固定資産除売却損 0 

  ゴルフ会員権評価損 612 

  特別利益合計 612 

 税金等調整前中間純利益 369,942 

 法人税、住民税及び事業税 128,687 

 法人税等調整額 5,115 

 法人税等合計 133,802 

 中間純利益 236,139 

 親会社株主に帰属する中間純利益 236,139 

 非支配株主に帰属する中間純利益 － 
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 (単位：千円) 

 

当中間連結会計期間 
(自 2022年１月１日 
至 2022年６月30日) 

 中間純利益 236,139 

 中間包括利益 236,139 

 （内訳）  

  親会社株主に係る中間包括利益 236,139 

  非支配株主に係る中間包括利益 － 
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③中間連結株主資本等変動計算書  
   当中間連結会計期間（自 2022年１月１日 至 2022年６月30日） 

                                     

 

（単位：千円） 

 株主資本 
純資産合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

当期首残高 100,000 229,800 1,643,665 1,973,465 1,973,465 

当中間期変動額      

 剰余金の配当      

 親会社株主に帰属する

中間純利益 
  236,139 236,139 236,139 

 株主資本以外の項目の

中間期変動額（純額） 
     

当中間期変動額合計 － － 236,139 236,139 236,139 

当中間期末残高 100,000 229,800 1,879,805 2,209,605 2,209,605 
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④中間連結キャッシュ・フロ－計算書  
 

   
 (単位：千円) 

 
当中間連結会計期間 

(自 2022年１月１日 
 至 2022年６月30日) 

 営業活動によるキャッシュ・フロ－  

  税金等調整前中間純利益 369,942 

  減価償却費 13,271 

  固定資産除売却損益(△は益) △4 

  賞与引当金の増減額(△は減少) 20,840 

  受取利息及び受取配当金 △6 

  支払利息 19,369 

  ゴルフ会員権評価損 612 

  売上債権の増減額(△は増加) △51,414 

  棚卸資産の増減額(△は増加) △1,811,008 

  仕入債務の増減額(△は減少) 105,293 

  その他 △58,784 

  小計 △1,391,887 

  利息及び配当金の受取額 6 

  利息の支払額 △19,321 

  法人税等の支払額 △251,691 

  営業活動によるキャッシュ・フロ－ △1,662,894 

 投資活動によるキャッシュ・フロ－  

  有形固定資産の取得による支出 △20,061 

  有形固定資産の売却による収入 4 

  無形固定資産の取得による支出 △4,820 

  その他 △9,836 

  投資活動によるキャッシュ・フロ－ △34,712 

 財務活動によるキャッシュ・フロ－  

  短期借入金の純増減額(△は減少) 940,850 

  長期借入金の借入による収入 1,044,500 

  長期借入金の返済による支出 △247,801 

  リ－ス債務の返済による支出 △1,071 

  財務活動によるキャッシュ・フロ－ 1,736,477 

 現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 38,870 

 現金及び現金同等物の期首残高 1,021,263 

 現金及び現金同等物の中間期末残高 1,060,133 

 

  



 

61  

第７【外国為替相場の推移】 
該当事項はありません。 

 

 

第８【発行者の株式事務の概要】 
 

事業年度 毎年１月１日から同年12月31日まで 

定時株主総会 毎事業年度末日の翌日から３か月以内 

基準日 毎年12月31日 

株券の種類 － 

剰余金の配当の基準日 毎年12月31日 

毎年６月30日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え（注）１ 

 取扱場所 

 

 株主名簿管理人 

 

 取次所 

 名義書換手数料 

 新券交付手数料 

 

大阪市中央区伏見町三丁目６番３号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

無料 

－ 

単元未満株式の買取り 

 取扱場所 

 

 株主名簿管理人 

 

 取次所 

 買取手数料 

 

大阪市中央区伏見町三丁目６番３号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

無料 

公告掲載方法 当会社の公告方法は、電子公告により行う。ただし、電子公告による公告をする

ことができない事故その他のやむを得ない事由が生じた場合には、官報に掲載し

てする。 

株主に対する特典 該当事項はありません。 

（注）１． 当社株式は、株式会社東京証券取引所への上場に伴い、社債、株式等の振替に関する法律第128条第１

項に規定する振替株式となることから、該当事項はなくなる予定であります。 

２． 当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができ

ない旨を定款に定めております。 

(1)会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

(2)取得請求権付株式の取得を請求する権利 

(3)募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利 
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第二部【特別情報】 
 

第１【外部専門家の同意】 
該当事項はありません。 

  
第三部【株式公開情報】 
 

第１【特別利害関係者等の株式等の移動状況】 
該当事項はありません。 

 

 

第２【第三者割当等の概況】 
該当事項はありません。   

第３【株主の状況】 
 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（株） 

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合(％) 

㈱中西アセットマネジメント 

(注)１ 
大阪市城東区今福西6丁目7番33号 2,364,000 80.0 

中西 栄仁 (注)１、２ 大阪市城東区今福西6丁目1番9号 301,000 10.2 

中西 香織 (注)１、３ 大阪市城東区今福西6丁目1番9号 290,000 9.8 

計 ― 2,955,000 100.0 

（注）１．特別利害関係者等（大株主上位10名） 

２．特別利害関係者等（当社の代表取締役社長） 

３．特別利害関係者等（当社の代表取締役社長の配偶者） 
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